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明 細 書

発明の名称 ：柱状半導体装置の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、柱状半導体装置の製造方法に関する。

背景技術

[0002] 近年、 L S I (Large Sca l e Integrat i on) に 3 次元構造 トランジスタが使

われている。その中で、柱状半導体装置であるS G T (Sur round i ng Gate Tr

ans i stor) は、高集積な半導体装置を提供する半導体素子として注目されて

いる。 また、 S G T を有する半導体装置の更なる高集積化、高性能化が求め

られている。

[0003] 通常のプレナ一型M O S トランジスタでは、チャネルが半導体基板の上表

面に沿 う水平方向に延在する。 これに対 して、 S G T のチャネルは、半導体

基板の上表面に対 して垂直な方向に延在する （例えば、特許文献 1、非特許

文献 1 を参照）。 このため、 S G T はプレナ一型M O S トランジスタと比べ

、半導体装置の高密度化が可能である。

[0004] 図 7 に、 N チャネル S G T の模式構造図を示す。 P型又は i 型 （真性型）

の導電型を有するS i 柱 1 0 0 (以下、シ リコン半導体柱を 「S i 柱」 と称

する。）内の上下の位置に、一方がソースとなる場合に、他方が ドレインと

なる N +層 1 0 1 a 、 1 0 1 b (以下、 ドナ一不純物を高濃度で含む半導体領

域を 「N +層」と称する。）が形成されている。 このソース、 ドレインとなる

N +層 1 0 1 a 、 1 0 1 b 間の S i 柱 1 0 0 の部分がチャネル領域 1 0 2 とな

る。 このチャネル領域 1 0 2 を囲むようにゲ一 卜絶縁層 1 0 3 が形成されて

いる。 このゲ一 卜絶縁層 1 0 3 を囲むようにゲ一 卜導体層 1 0 4 が形成され

ている。 S G T では、 ソース、 ドレインとなる N +層 1 0 1 a 、 1 0 1 b 、チ

ャネル領域 1 0 2 、ゲ一 卜絶縁層 1 0 3 、ゲ一 卜導体層 1 0 4 が、全体 とし

て柱状に形成される。 このため、平面視において、 S G T の占有面積は、 プ

レナ一型M 〇S トランジスタの単一のソース又は ドレインN +層の占有面積に



相 当す る。 そのため、 S G T を有 す る回路 チ ップは、 プ レナ一型 M O S トラ

ンジスタを有 す る回路 チ ップと比較 して、 更な るチ ップサ イズの縮小化 が実

現 で きる。

[0005] 図 7 に示 した S G T は 1 つの S i 柱 内 に 1 つの S G T が形成 されている。

これ に対 して、 1 つの S i 柱 内 に複数 の S G T を積上 げて、形成 す る ことが

可能 であ る。 この場合、各 S G T の ソ ー ス 、 ドレイ ン半導体領域 と、 ゲ一 卜

導体層 とに接続 され、 ソ ー ス 、 ドレイ ン半導体領域 と垂 直方 向 において同 じ

高 さに形成 された各配線導体層 同士が、平面視 において互 いに重 な りあ うこ

とにな る。 そ して、 S G T 回路 の最終工程 においては、各配線導体層 は、各

配線導体層上 に形成 された コンタク 卜ホール を介 して、 これ らの上方 に形成

された配線金属層 と接続 されな ければいけない。 このため、 S G T 回路 の高

集積化 には、配線導体層、 コンタク トホール、配線金属層 の形成方法 が、重

要 とな る。
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発 明 の概 要

発 明 が解 決 しょ う とす る課題

[0008] 柱 状 半導 体装 置 の高密度 化 の実現 が求 め られ て い る。

課題 を解 決 す るため の手 段

[0009] 本発 明 の第 1 の観 点 に係 る、 柱 状 半導 体装 置 の製 造 方 法 は、

基 板 と、

前 記基 板 上 に対 して垂 直方 向 に延 在 す る半導 体柱 と、

前 記 半導 体柱 の外周 を囲 む ゲー 卜絶縁 層 と、

前 記 ゲー 卜絶縁 層 を囲 む ゲー 卜導 体 層 と、

前 記 垂 直方 向 にお いて前 記 ゲー 卜導 体 層 の上端 以 上 で前 記 半導 体柱 の頂 部

以 下 の高 さ に上 面 位 置 を有 す る層 間絶縁 層 と、

を有 す る半導 体構 造 体 を提 供 す る工程 と、

露 出 して い る前 記 半導 体柱 の上部 の側 面 を囲 ん で第 1 の材料 層 を形 成 す る

工程 と、

前 記 第 1 の材料 層 を囲 ん で第 2 の材料 層 を形 成 す る工程 と、

前 記 第 2 の材料 層 をエ ッチ ングマ ス ク に して、 前 記 第 1 の材料 層 をエ ッチ

ング して、 前 記 第 2 の材料 層 内 に第 1 の コ ンタ ク 卜ホ ール を形 成 す る工程 と

前 記 第 1 の コ ンタ ク 卜ホ ール に導 電性 を有 す る第 1 の導 電材料 層 を形 成 す

る工程 と、 を備 え る、

こ とを特徴 とす る。

[001 0] 前 記 半導 体柱 内で前 記 半導 体柱 の前 記 上部 よ り下方 に ァ クセ プタ また は ド

ナ 一不 純物 を含 む第 2 の不 純物領 域 を形 成 す る工程 と、

前 記 半導 体柱 の前 記 上部 に前 記 第 1 の導 電材料 層 の側 面 に繋 が る前 記 ァ ク

セ プタ また は ドナ 一不 純物 を含 む第 1 の不 純物領 域 を形 成 す る工程 と、 を さ

らに備 え る、

こ とが さ らに好 ま しい。

[001 1] 前 記基 板 に対 して垂 直方 向 に延 在 す る前 記 半導 体柱 とは別 の半導 体柱 と、



前記別の半導体柱の外周 を囲む前記ゲー 卜絶縁層 とは別のゲー 卜絶縁層 と、

前記別のゲー 卜絶縁層 を囲む前記ゲー 卜導体層 とは別のゲー 卜導体層 と、前

記別の半導体柱 内に互いに離れて形成 された第 3 の不純物領域及び第 4 の不

純物領域 とを有する、前記半導体構造体 とは異なる 1個 または複数個の別の

半導体構造体 と、

前記ゲー ト導体層、前記別のゲー ト導体層、前記第 1 の不純物領域、前記

第 2 の不純物領域、前記第 3 の不純物領域、及び前記第 4 の不純物領域か ら

選ばれる異なる部位 にそれぞれ接続 され、前記基板 に水平 に延在 し、平面視

において互いに少な くとも部分的に重な り、且つ下か ら上 にこの順番で存在

する第 1 の配線導体層、第 2 の配線導体層、及び第 3 の配線導体層 を含む積

層構造体 を提供する工程 と、

前記第 2 の材料層の上表面か ら前記第 1 の配線導体層の上表面又は内部 ま

でつづ き、前記第 3 の配線導体層及び前記第 2 の配線導体層 を貫通する第 2

のコンタク 卜ホール を形成する工程 と、

前記第 2 のコンタク 卜ホール に露出 した前記第 2 の配線導体層の側面 に第

の管状絶縁層 を形成する工程 と、

前記第 2 のコンタク 卜ホール を充満 して導電性 を有する第 2 の導電材料層

を形成する工程 と、

前記第 2 の導電材料層の上部の側面 を露出させ る工程 と、 をさ らに備 え、

前記第 1 の材料層 を形成する工程 は、前記第 2 の導電材料層の前記上部の

前記側面 を囲んで第 3 の材料層 を形成する工程 を含み、

前記第 2 の材料層 を形成する工程 は、前記第 3 の材料層 を囲んで第 4 の材

料層 を形成する工程 を含み、そ して、

前記第 4 の材料層 をエ ッチングマスクに して、前記第 3 の材料層 をエ ッチ

ング して、前記第 4 の材料層内に第 3 のコンタク 卜ホール を形成する工程 と

前記第 3 のコンタク 卜ホール に導電性 を有する第 3 の導電材料層 を形成す

る工程 と、 をさ らに備 える、



ことがさらに好ましい。

[001 2] 前記第 1 の導電材料層が少なくとも金属原子と半導体原子とを含み、

熱処理により、前記第 1 の導電材料層の前記金属原子を、前記半導体柱の

前記上部内に拡散させて、前記半導体柱の前記上部内に合金層を形成するェ

程をさらに備える、

ことがさらに好ましい。

[001 3] 前記第 1 の導電材料層が前記ァクセプタまたは ドナー不純物を含み、

前記第 1 の不純物領域を形成する工程では、熱処理により前記ァクセプタ

または ドナー不純物を、前記半導体柱の前記上部内に拡散させて、前記第 1

の不純物領域を形成する、

ことがさらに好ましい。

[0014] 平面視において、前記第 1 のコンタク トホールの場所以外にあり、前記ゲ

一 卜導体層、前記第 1 の不純物領域、又は前記第 2 の不純物領域に接続され

水平方向に延在する配線導体層に繋がり、且つ前記第 2 の材料層の表面より

下方に延びる第 4 のコンタク トホールを形成する工程と、

第 4 の導電材料層を前記第 4 のコンタク 卜ホールに充満する工程と、

前記第 1 の導電材料層と前記第 4 の導電材料層との頂部表面を面一にする

工程と、をさらに備える、

ことがさらに好ましい。

[001 5] 前記第 1 の導電材料層と、前記第 2 の導電材料層と、前記第 3 の導電材料

層との頂部表面を面一にする工程を備える、

ことがさらに好ましい。

[001 6] 前記第 1 の導電材料層を形成する工程及び前記第 3 の導電材料層を形成す

る工程は、導体材料を、前記第 1 のコンタク トホール及び前記第 3 のコンタ

ク 卜ホールに充満させ、且つ前記第 2 の材料層上に堆積 し、その後、 リソグ

ラフィ法とエッチングにより、前記導体材料から、前記第 1 の導電材料層に

繋がった第 1 の配線導体層と、前記第 3 の導電材料層に繋がった第 2 の配線

導体層との、一方または両者を、前記第 2 の材料層上に形成することで行わ



れる、

ことがさらに好ましい。

[001 7] 前記第 1 の導電材料層と、前記第 2 の導電材料層と、前記第 3 の導電材料

層との頂部表面を面一にする工程の後、前記第 2 の材料層上に配線材料層を

堆積する工程と、

リソグラフィ法とエッチングにより、前記配線材料層から、前記第 1 の導

電材料層に繋がった第 4 の配線導体層と、前記第 3 の導電材料層に繋がった

第 5 の配線導体層との、一方または両者を、前記第 2 の材料層上に形成する

工程を含み、

前記ェツチングにおける、前記第 4 の配線導体層及び前記第 5 の配線導体

層のエッチング速度が、前記第 1 の導電材料層、前記第 2 の導電材料層、及

び前記第 3 の導電材料層のエツチング速度より早い、

ことがさらに好ましい。

[001 8] 前記第 1 の材料層が、平面視において、等幅で前記半導体柱の上部を囲ん

で形成される、

ことがさらに好ましい。

発明の効果

[001 9] 本発明によれば、高密度の柱状半導体装置が実現する。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図1A]本発明の第 1 実施形態に係る S G T を有する柱状半導体装置を説明す

るための S R A M セル回路図である。

[ 図1B] 第 1 実施形態に係る S G T を有する柱状半導体装置を説明するための

S R A M セル模式構造図である。

[ 図2A] 第 1 実施形態に係る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法を説明

するための平面図と断面構造図である。

[ 図2B] 第 1 実施形態に係る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法を説明

するための平面図と断面構造図である。

[ 図2C] 第 1 実施形態に係る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法を説明



するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2D] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2E] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2F] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2G] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2H] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図21] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2J] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2K] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2L] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2M] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2N] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図20] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2P] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2Q] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明



するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2R] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2S] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2T] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2U] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2V] 第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図2W]第 1 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図3A] 本発明の第 2 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方

法 を説明するための平面図 と断面構造図である。

[ 図3B] 第 2 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図4A] 本発明の第 3 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方

法 を説明するための平面図 と断面構造図である。

[ 図4B] 第 3 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法 を説明

するための平面図 と断面構造図である。

[ 図 5 ] 本発明の第 4 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法

を説明するための平面図 と断面構造図である。

[ 図6 ] 本発明の第 5 実施形態 に係 る S G T を有する柱状半導体装置の製造方法

を説明するための平面図 と断面構造図である。

[ 図7 ] 従来例の S G T を示す模式構造図である。

発明を実施するための形態

以下、本発明の実施形態 に係 る、柱状半導体装置の製造方法 について、図



面を参照 しながら説明する。

[0022] (第 1実施形態）

以下、図 1 A 、図 1 B、図 2 A 〜図 2 Wを参照 しながら、本発明の第 1実

施形態に係る、 S G T を有する柱状半導体装置の製造方法について説明する

[0023] 図 1 A に、本実施形態の柱状半導体装置である、 S G T を用いたS R A M

セル回路図を示す。本 S R A Mセル回路は 2 個のィンバ一タ回路を含んでい

る。 1 つのインバ一タ回路は負荷 トランジスタとしての Pチャネル型 S G T

P c 1 と、駆動 トランジスタとしてのNチャネル型 S G T N c 1 と、から構

成されている。もう 1 つのィンバ一タ回路は負荷 トランジスタとしての Pチ

ャネル型 S G T P c 2 と、駆動 トランジスタとしてのNチャネル型 S G T

N c 2 と、から構成されている。 Pチャネル型 S G T P c 1 のゲ一 卜と、 N

チャネル型 S G T N c 1 のゲ一 卜と、 Pチャネル型 S G T P c 2 の ドレイ

ンと、 Nチャネル型 S G T N c 2 の ドレインとが接続されている。 Pチヤネ

ル型 S G T P c 2 のゲ一 卜と、 Nチャネル型 S G T N c 2 のゲ一 卜と、 P

チャネル型 S G T P c 1 の ドレインと、 Nチャネル型 S G T N c 1 の ドレ

ィンとが接続されている。

[0024] 図 1 A に示すように、 Pチャネル型 S G T P c 1、 P c 2 のソースは電源

端子V d d に接続されている。そ して、 Nチャネル型 S G T N c 1、 c 2

のソースはグラン ド端子V s s に接続されている。選択 Nチャネル型 S G T

S N 1、 S N 2 が 2 つのインバ一タ回路の両側に配置されている。選択 Nチ

ャネル型 S G T S N 1、 S N 2 のゲ一 卜はヮ一 ド線端子W L t に接続されて

いる。選択 Nチャネル型 S G T S N 1 のソース、 ドレインはビット線端子 B

L t とNチャネル型 S G T N c 1、 P チャネル型 S G T P c l の ドレイン

とに接続されている。選択 Nチャネル型 S G T S N 2 のソース、 ドレインは

反転 ビット線端子 B L R t と、 Nチャネル型 S G T N c 2 、 P チャネル型 S

G T P c 2 の ドレインとに接続されている。このように、本実施形態のS R

A Mセルを有する回路 （以下、 「S R A Mセル回路」という。）は、 2 個の



P チ ャネル型 S G T P c 1 、 P c 2 と、 4 個 の N チャネル型 S G T N c 1

、 N c 2 、 S N 1 、 S N 2 とか らなる合計 6 個 の S G T か ら構成 されている

。そ して、 この S R A M セル回路 は、 P チャネル型 S G T P c 1 、 N チ ヤネ

ル型 S G T N c 1 、 S N 1 よ りなる回路領域 C 1 と、 P チ ャネル型 S G T

P c 2 、 N チ ャネル型 S G T N c 2 、 S N 2 よ りなる回路領域 C 2 とか ら構

成 されている。

図 1 B に第 1 実施形態 に係 る S R A M セル回路の模式構造図を示す。 この

S R A M セル回路 は 3 個 の S i 柱 S P 1 、 S P 2 、 S P 3 よ り構成 されてい

る。

S i 柱 S P 1 には、図 1 A における P チャネル型 S G T P c 1 が上部 に形

成 され、 P チャネル型 S G T P c 2 が下部 に形成 されている。 P チャネル型

S G T P c 1 、 P c 2 は S i 柱 S P 1 の中間にある S i 〇 2層 〇 乂 1 で分離

されている。 P チャネル型 S G T P c 1 は、 チャネルである S i 柱 S P 1 の

—部 と、 この S i 柱 S P 1 の一部 を囲むゲ一 卜G p 1 と、 ゲ一 卜G p 1 の上

下の S i 柱 S P 1 内にある ドレイン P +層 P d 1 とソース P +層 P s 1 とよ り

形成 されている。 P チャネル型 S G T P c 2 は、 チャネルである S i 柱 S P

1 の一部 と、 この S i 柱 S P 1 の一部 を囲むゲ一 卜G p 2 と、 ゲ一 卜G p 2

の上下の S i 柱 S P 1 内にある ドレイン P +層 P d 2 とソース P +層 P s 2 と

よ り形成 されている。

S i 柱 S P 2 には、図 1 A における N チャネル型 S G T N c 1 が上部 に形

成 され、 N チャネル型 S G T N c 2 が下部 に形成 されている。 N チャネル型

S G T N c 1 、 N c 2 は S i 柱 S P 2 の中間にある S i 〇 2層 〇 乂 2 で分離

されている。 N チャネル型 S G T N c 1 は、 チャネルである S i 柱 S P 2 の

—部 と、 この S i 柱 S P 2 の一部 を囲むゲ一 卜G n 1 と、 ゲ一 卜G n 1 の上

下の S i 柱 S P 2 内にある ドレイン N +層 N d 1 とソース N +層 N s 1 とよ り

形成 されている。 N チャネル型 S G T N c 2 は、 チャネルである S i 柱 S P

2 の一部 と、 この S i 柱 S P 2 の一部 を囲むゲ一 卜G n 2 と、 ゲ一 卜G n 2

の上下の S i 柱 S P 2 内にある ドレイン N +層 N d 2 とソース N +層 N s 2 と



より形成されている。

S i 柱 S P 3 には、図 1 A におけるNチャネル型 S G T S N 1 が上部に形

成され、 Nチャネル型 S G T S N 2 が下部に形成されている。 Nチャネル型

S G T S N 1、 S N 2 はS i 柱 S P 3 の中間にあるS i 〇2層 〇 乂 3 で分離

されている。 Nチャネル型 S G T S N 1 は、チャネルであるS i 柱 S P 3 の

—部と、このS i 柱 S P 3 の一部を囲むゲ一 卜G s 1 と、ゲ一 卜G s 1 の上

下のS i 柱 S P 3 内にある ドレインN +層 S d 1 とソースN +層 S s 1 とより

形成されている。 Nチャネル型 S G T S N 2 は、チャネルであるS i 柱 S P

3 の一部と、このS i 柱 S P 3 の一部を囲むゲ一 卜G s 2 と、ゲ一 卜G s 2

の上下のS i 柱 S P 3 内にある ドレイン N +層 S d 2 とソース N +層 S s 2 と

より形成されている。

[0026] 図 1 B に示すように、 S i 柱 S P 1、 S P 2 、 S P 3 の同じ高さに位置 し

ている構成要素同士が接続されている。即ち、ゲ一 卜G p 1、 G n 1 が接続

され、 ドレイン P +層 P d 1 と、 ドレイン N +層 N d 1 と、 ドレイン N +層 S d

1 とが接続され、 ドレイン P +層 P d 2 と、 ドレイン N +層 N d 2 と、 ドレイ

ン N +層 S d 2 とが接続され、ゲ一 卜G p 2 、 G n 2 が接続されている。さら

に、ゲ一 卜G p 1、 G n 1 と、 ドレインP +層 P d 2 と、 ドレインN +層 N d

2 と、 ドレインN +層 S d 2 とが接続され、ゲ一 卜G p 2 、 G n 2 が、 ドレイ

ンP +層 P d 1 と、 ドレインN +層 N d 1 と、 ドレインN +層 S d 1 とが接続さ

れている。

[0027] 図 1 B に示すように、 S i 柱 S P 1 のソース P +層 P s 1、 P s 2 は電源端

子V d d に接続され、 S i 柱 S P 2 のソースN +層 N s 1、 N s 2 はグラン ド

端子V s s に接続され、 S i 柱 S P 3 のソース N +層 S s 1 はビッ卜線端子 B

L t に接続され、 S i 柱 S P 3 のソース N +層 S s 2 は反転 ビッ卜線端子 B L

R t に接続され、 S i 柱 S P 3 のゲ一 卜G s 1、 G s 2 はヮ一 ド線端子W L

t に接続されている。

[0028] 図 1 B に示すように、 S i 柱 S P 1、 S P 2 、 3 ロ3 の上部に、図 1 八に

示 した回路図の回路領域C 1 が形成され、下部に回路領域C 2 が形成されて



いる。そ して、 S i 柱 S P 1 、 S P 2 、 S P 3 の同 じ高さにある構成要素同

士が、 S i 柱の上下間の接続経路 を介 さないで接続されている。即ち、ゲ一

卜G p 1 、 G n 1 が、 S i 柱 S P 1 、 S P の上下間の接続経路 を介 さない

で接続され、 ドレイ ン P +層 P d 1 、 N +層 N d 1 、 S d 1 が、 S i 柱 S P 1

、 S P 2 、 S P 3 の上下間の接続経路 を介 さないで接続され、 ドレイ ン P +層

P d 2 、 〜+層 〜 づ 2 、 S d 2 が、 S i 柱 S P 1 、 S P 2 、 S P 3 の上下間の

接続経路 を介 さないで接続され、同様 にゲ一 卜G p 2 、 G n 2 が、 S i 柱 S

P 1 、 S P 2 の上下間の接続経路 を介 さないで接続されている。 これに対 し

、ゲ一 卜G p 1 、 G n 1 と、 ドレイ ン P +層 P d 2 、 N +層 N d 2 との接続は

、上下間の接続経路 を介 して接続する必要がある。同様 に、ゲ一 卜G p 2 、

G n 2 と、 ドレイ ン P +層 P d 1 、 N +層 N d 1 との接続は、上下間の接続経

路 を介 して接続されている。

[0029] 図 2 A に、 S G T を有する柱状半導体装置である S R A M セル 回路の製造

工程 を説明するための、平面図及び断面図を示す。 （a ) は平面図、 （b )

は （a ) の Χ _ Χ ' 線 に沿 う断面構造図、 （c ) は （a ) の Y 1 _ Υ 線

に沿 う断面構造図、 （d ) は （a ) の Y 2 —Y 2 ' 線 に沿 う断面構造図を示

す。

[0030] 図 2 A に示すように、 S i 〇 2層基板 1 上 に、積層された i 層 2 、 S i 〇 2

層 3 、 i 層 4 、 S i 〇 2層 5 を形成する。

[0031 ] 次 に、図 2 B に示すように、 レジス 卜層 （図示せず）をマスクに、 リソグ

ラフィ法 と R I E (React i ve Ion Etch i ng) 法 を用いて、平面視 において円

形状の S i 〇 2層 5 a 、 5 b 、 5 c を形成する。次に、 レジス 卜層、 S i 〇 2

層 5 a 、 5 b 、 5 c をマスクに、 R I E 法 を用いて、 i 層 4 、 S i 〇 2層 3 、

i 層 2 をエ ッチング して、 S i 〇 2層基板 1 上 に i 層 2 の下層を残 して、 S i

柱 6 a 、 6 b 、 6 c を形成する。そ して、 レジス 卜層を除去する。 この結果

、 S i 柱 6 a は、 i 層 2 b 1 、 S i 〇 2層 3 a 、 i 層 4 a 、 S i 〇 2層 5 a を

含み、 S i 柱 6 b は、 i 層 2 b 2 、 3 〇 2層 3 、 i 層 4 b 、 S i 〇 2層 5

b を含み、 S i 柱 6 c は、 i 層 2 b 3 、 S i 〇 2層 3 c 、 i 層 4 c 、 S i 〇 2



層 5 c を含む。

次 に、 リソグラフィ法 と R I E 法 を用いて、下層 に残存する i 層 2 をエ ツ

チング して、 S i 柱 6 a の外周部 に i 層 2 a 1 を、 S i 柱 6 b の外周部 に i

層 2 a 2 を、 S i 柱 6 c の外周部 に i 層 2 a 3 を形成する。

[0032] 次 に、図 2 C に示すように、例 えば熱酸化 によ り、 S i 6 a 、 6 b 、 6

c と i 層 2 a 1 、 2 a 2 、 2 a 3 の外周 に S i 〇 2層 7 a 、 7 b 、 7 c を形成

する。そ して、 リソグラフィ法 とイオ ン注入法 を用いて、 S i 柱 6 a の外周

部の i 層 2 a 1 に P +層 8 a を形成 し、 S i 柱 6 b の外周部の i 層 2 a 2 に N

+層 8 b を形成 し、 S i 柱 6 c の外周部の i 層 2 a 3 に N +層 8 c を形成する

。そ して、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の下部 と、 i 層 2 a 1 、 2 a 2 、 2 a 3

とを囲んで、 S i 〇 2層 1 0 を形成する。

[0033] 次 に、図 2 D に示すように、 S i 〇 2層 1 0 よ り上の S i 〇 2層 7 a 、 7 b

、 7 c を除去 した後 に、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c と、 S i 〇 2層 1 0 を覆 って

、例 えば A L D (Atom i c Layer Depos i t i on) 法 によ り、酉愛化ハ フニウム （H

f 〇 2 ) 層 1 1 と、窒化チタン （T i N ) 層 1 2 を順次形成する。最終的に、

H f 〇 2層 1 1 は S G T のゲ一 卜絶縁層 とな り、 T i N 層 1 2 は S G T のゲ一

卜導体層 となる。

[0034] 次 に、図 2 E に示すように、 リソグラフィ法 と R I E 法 を用いて、 S i 柱

6 a 、 6 b を囲んだ T i N 層 1 2 a と、 S i 柱 6 c を囲んだ T i N 層 1 2 b

を形成する。

[0035] 次 に、図 2 F に示すように、全体 を覆 って、 S i 〇 2層 1 4 を形成する。そ

の後、熱処理 を行い、 ロ+層 8 、 〜+層 8 1 、 8 c の ドナ一、 またはァクセ

プタ不純物原子を i 層 2 a 1 、 2 a 2 、 2 a 3 の全体 に熱拡散 して、 P +層 8

a a 、 N +層 8 b b 、 8 c c を形成する。その後、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の

外周 に窒化 シ リコ ン （S i N ) 層 1 5 を形成する。続いて、 S i N 層 1 5 上

に レジス 卜層 1 6 を形成する。 3 〇 2層 3 、 3 b 、 3 c の垂直方向での位

置が、 レジス 卜層 1 6 の中央部 になるように、 レジス 卜層 1 6 を形成する。

レジス 卜層 1 6 は、 レジス 卜材料 を S i N 層 1 5 との上表面 に塗布 した後、



例 えば 2 0 0 °C の熱処理 を行 つて レジス 卜材料の流動性 を大 きくし、 レジス

卜材料が S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の外側の S i N 層 1 5 上で均質 に溜 まるよ

うに して形成する。続いて、 フッ化水素ガス （以下、 「H F ガス」 と称する

。）を全体 に供給する。続いて、例 えば 1 8 0 °C の加熱環境 とすることで、

H F ガスが レジス 卜層 1 6 内に含 まれた水分 によって電離 され、 フッ化水素

イオ ン （H F 2 +) (以下、 「H F イオ ン」 と称する。）が形成 される。 この

H F イオ ンが レジス 卜層 1 6 内を拡散 して、 レジス 卜層 1 6 に接触する S i

〇 2層 1 4 をエ ッチングする （ここでのエ ッチングのメカニズムは非特許文献

2 を参照の こと。）。一方、 レジス 卜層 1 6 に接触 していない S i 〇 2層 1 4

は、殆 どエ ッチングされずに残存する。その後、 レジス 卜層 1 6 を除去する

以上の結果、図 2 G に示すように、 S i 〇 2層 1 4 は、 S i N 層 1 5 に覆わ

れた S i 〇 2層 1 4 a と、 3 柱 6 、 6 b 、 6 c の上部領域の S i 〇 2層 1

4 b 、 1 4 c 、 1 4 d とに分離 される。続いて、 S i 〇 2層 1 4 a 、 1 4 b 、

1 4 c 、 1 4 d 、 S i N 層 1 5 をマスクと して用い、 T i N 層 1 2 a 、 1 2

b をエ ッチングすることで、 T i N 層 1 2 a が、 3 柱 6 、 6 b の下方領

域の S i N 層 1 5 で覆われた T i N 層 1 8 a と、 S i 〇 2層 1 4 b で覆われた

T i N 層 1 8 c と、 S i 〇 2層 1 4 c で覆われた T i N 層 1 8 d に分離 され、

丁 〜層 1 2 が、 S i 柱 6 c の下方領域の S i N 層 1 5 で覆われた T i N

層 1 8 b と、 S i 〇 2層 1 4 d で覆われた T i N 層 1 8 e に分離 される。次 に

、 3 〇 2層 1 4 、 1 4 b 、 1 4 c と、 T i N 層 1 8 a 、 1 8 b 、 1 8 c 、

1 8 d 、 1 8 e と、 をマスクと して用い、 H f 〇 2層 1 1 をエ ッチングするこ

とで、 H f 〇 2層 1 1 が、 S i 6 a 、 6 b 、 6 c の下方領域 において T i N

層 1 8 a 、 1 8 b で覆われた H 〇 2層 1 1 と、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の

上部領域で T i N 層 1 8 c 、 1 8 d 、 1 8 e にそれぞれ覆われた H f 〇 2層 1

1 b 、 1 1 c 、 1 1 d とに分離 される。その後、 T i N 層 1 8 a の S i 柱 6

a 側 の露出部、 T i Ν 層 1 8 a の S i 柱 6 b 側 の露出部、 T i N 層 1 8 b 、

1 8 c 、 1 8 d 、 1 8 e の露 出部 をそれぞれ酸化することで、 T i 0 (酸化



チタン）層 2 0 a 、 2 0 b 、 2 0 c 、 2 0 d 、 2 0 e 、 2 0 f を形成する。

その後、 T i 〇層 2 0 a 、 2 0 b 、 2 0 c 、 2 0 d 、 2 0 e 、 2 0 f 形成時

にS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 側面に形成されたS i 〇2層 （図示せず）を除去す

る。

[0037] 次に、図 2 H に示すように、例えば、 S i 〇2層基板 1 を配置 した基板金属

板と、この基板金属板から離間 した対向金属板とを用意 し、基板金属板に直

流電圧を印加 し、これら2 枚の平行金属板にR F 高周波電圧を印加すること

で対向金属板の材料原子をスパッ夕してS i 〇2層基板 1上に堆積させるバイ

ァス スパッタ法を用いて、 N i 原子をS i 〇2層基板 1 の上表面に垂直な方

向から入射させ、 S i N層 1 5 上にN i 層 2 1 a を形成する。同様に、バイ

ァス . スパッタ法により、ボロン （B ) 不純物を含んだ P型ポ リS i 層 2 2

a 、 3 〇2層 2 3 、 N i 層 2 1 b 、 P型ポ リS i 層 2 2 b 、 S i 〇2層 2

3 b を順次積層する。ここで、 S i 〇2層 2 3 b の上面は、 S i 柱 6 a 、 6 b

、 6 c の上部を覆ったS i 〇2層 1 4 b 、 1 4 c 、 1 4 d と接するように形成

する。 N i 原子、ポ リS i 原子、 S i 〇2原子は、 S i 〇2層基板 1 の上表面

に対 して垂直な方向から入射するので、 3 柱 6 、 6 b 、 6 c の外周部側

面とN i 層 2 1 a 、 2 1 b 、 P型ポ リS i 層 2 2 a 、 2 2 b 、 S i 〇2層 2 3

a 、 2 3 b との間に、密閉された空間 2 5 a 、 2 5 b 、 2 5 c が形成される

o その後、 S i N層 1 5 上に堆積されたN i 層 2 1 a 、 2 1 b 、 P型ポ リS

i 層 2 2 a 、 2 2 b 、 3 〇2層 2 3 、 2 3 b よりなる積層膜と同時にS i

柱 6 a 、 6 b 、 6 c 頂部上に形成された積層膜 （図示せず）を除去する。

[0038] 次に、図 2 I に示すように、 S i 柱 6 a を覆ったレジス 卜層 2 7 を形成す

る。その後、 S i 〇2層基板 1上面より砒素 （A s ) 原子のイオン注入により

、 S i 6 b 、 6 c の外周部の P型ポ リS i 層 2 2 a 、 2 2 b をN +層化 して

N +型ポ リS i 層 2 6 a 、 2 6 b を形成する。その後、 レジス 卜層 2 7 を除去

する。

[0039] 次に、図 2 J に示すように、例えば 5 5 0 °Cの熱処理を行うことで、 N i

層 2 1 a 、 2 1 b の N i 原子をP型ポ リS i 層 2 2 a 、 2 2 b 、 N +型ポ リS



i 層 2 6 a 、 2 6 b 内に拡散 させてニ ッケルシ リサイ ド （N i S i ) 層 2 8

a 、 2 8 b をそれぞれ形成する。 N i S i 層 2 8 a 、 2 8 b は、 P 型ポ リS

i 層 2 2 a 、 2 2 b 、 〜+型ポ リ3 層 2 6 、 2 6 b の体積 よ り膨張する （

この体積膨張 については非特許文献 3 を参照の こと）。 P 型ポ リS 層 2 2

a 、 2 2 b 、 〜+型ポ リ3 層 2 6 、 2 6 b は S i N 層 1 5 、 S i 〇 2層 2

3 a 、 2 3 b によ り挟 まれているので、 N i S i 層 2 8 a 、 2 8 b は、主に

空間 2 5 a 、 2 5 b 、 2 5 c 内に突出する。 〜+型ポ リ3 層 2 6 、 6 b

に含 まれている A s 原子 と、 P 型ポ リS i 層 2 2 a 、 2 2 b とに含 まれてい

る B 原子は、 N i S i 層 2 8 a 、 2 8 b よ り外側 に押 し出される （この押 し

出 し現象 については非特許文献 3 を参照の こと）。 この不純物原子押 し出 し

効果 によ り、空間 2 5 a 、 2 5 b 、 2 5 c 内に突 き出 した N i S i 層 2 8 a

、 2 8 b の側面表層 に不純物原子を多 く含んだ突起部 （図示せず）が形成 さ

れる。そ して、突起部側面が S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 表面 に接触する。

次 に、図 2 K に示すように、熱処理 を行 って、 N i S i 層 2 8 a 、 2 8 b

のシ リサイ ド化 を拡張すると共 に、不純物押 し出 し効果 によ り突起部か らA

s 原子、 B 原子を S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 内に拡散 させ る。 こう して、 N i

S i 層 2 8 a に接 した S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の側面表層 にそれぞれ N i S

i 層 3 0 a 、 3 0 b 、 3 0 c が形成 されると共 に、 B 原子及び A s 原子が不

純物押 し出 し効果 によ りS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 内部 に拡散 されて S i 柱 6

a 、 6 b 、 6 c 内部 にそれぞれ P +層 3 1 a 、 〜+層 3 1 匕 3 1 c が形成 さ

れる。 同様 に、 N i S i 層 2 8 b に接 した S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の側面表

層 にそれぞれ N i S i 層 3 2 a 、 3 2 b 、 3 2 c が形成 されると共 に、 B 原

子及び A s 原子が不純物押 し出 し効果 によ りS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 内部 に

拡散 されて S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 内部 にそれぞれ P +層 3 3 a 、 〜+層 3 3

b 、 3 3 c が形成 される。 3 〇 2層 3 、 3 b 、 3 c では、 ドナ一及び ァク

セプタ不純物原子の熱拡散が抑 え られ、 同時にシ リサイ ド化 も抑 え られるの

で、 P +層 3 1 a 、 N +層 3 1 b 、 3 1 c と、 P +層 3 3 a 、 N +層 3 3 b 、 3

3 c とは、 3 〇 2層 3 、 3 b 、 3 c で分離 される。次 に、 リソグラフィ法



とR I E 法 とを用いて、 N i S i 層 2 8 a 、 2 8 b 、 S i 〇 2層 2 3 a 、 2 3

b を、 3 柱 6 、 6 b 、 6 c の外周部 に残存するように、パターン加工す

ることで、 N i S i 層 2 8 a a 、 2 8 b b 、 S i 〇 2層 2 3 a a 、 2 3 b b を

それぞれ形成する。

[0041 ] 次 に、図 2 L に示すように、 S i N 層 1 5 を形成 した方法 と同 じ方法を用

いることで、その上表面が、 T i N 層 1 8 c 、 1 8 d 、 1 8 e の高さ方向の

中間に位置するように、 S i N 層 3 5 を形成する。続いて、空間 2 5 a 、 2

5 b 、 2 5 c を形成 した方法 と同 じ方法を用いることで、 丁 〜層 1 8 〇、

1 8 d 、 1 8 e の外周に開口部 を形成する。続いて、 T i N 層 1 8 c 、 1 8

d に接触 した N i S i 層 3 6 a と、 T i N 層 1 8 e に接触 した N i S i 層 3

6 b を形成する。

[0042] 次 に、図 2 M に示すように、 S i 〇 2層 3 7 を、その上表面の位置が N i S

i 層 3 6 a 、 3 6 b の表面よりも高 く、かつ S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の頂咅

よりも低 くなるように形成する。その後、 S i 〇 2層 3 7 をマスクと して用い

、 S 6 a 、 6 b 、 6 c の頂部の S i 〇 2層 1 4 b 、 1 4 c 、 1 4 d 、 T i

Ν層 1 8 c 、 1 8 d 、 1 8 e 、 H f 〇 2層 1 1 b 、 1 1 c 、 1 1 d をエ ツチン

グする。次に、 S i 〇 2層 3 7 、 1 4 b 、 1 4 c 、 1 4 d 、 T i N 層 1 8 c 、

1 8 d 、 1 8 e 、 H f 〇 2層 1 1 b 、 1 1 c 、 1 1 d をマスクに して、 リソグ

ラフィ法 とイオン注入法を用いて、 S i 柱 6 a の頂部 にボ ロン （B ) をィォ

ン注入 して P +層 3 8 a を、 3 柱 6 、 6 c の頂部 に砒素 （A s ) をイオン

注入 して N +層 3 8 b 、 3 8 c をそれぞれ形成する。

[0043] 図 2 N に次の工程 を示す。 （e ) は （a ) におけるY 3 —Y 3 ' 線 に沿 つ

た断面構造図である。図 2 N に示すように、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3

8 c の外周部の S i 〇 2層 3 7 の上に S i N 層 3 9 a を形成する。そ して、全

体に S i 〇 2膜 （図示せず）を被覆 して、その後 にC M P 法 により、上表面の

位置が P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c の頂部 と一致する、表面が平坦な

S i 〇 2層 3 9 b を形成する。続いて、 リソグラフィ法 とR I E 法 とを用いて

、 N i S i 層 2 8 a a 上 に、 S i 〇 2層 3 9 b 、 S i N 層 3 9 a 、 S i 〇 2層



3 7 、 N i S i 層 3 6 a 、 S i N層 3 5 、 S i 〇2層 2 3 b b 、 N i S i 層 2

8 b b 、 S i 〇2層 2 3 a a を貫通させて、コンタク トホール 4 0 a を形成す

る。同じく、 リソグラフィ法とR I E法とを用いて、 T i N層 1 8 a 上に、

S i 〇2層 3 9 b 、 S i N層 3 9 a 、 S i 〇2層 3 7 、 S i N層 3 5 、 S i 〇2

層 2 3 b b 、 N i S i 層 2 8 b b 、 S i 〇2層 2 3 a a 、 N i S i 層 2 8 a a

、 S i N層 1 5 、 S i 〇2層 1 4 a を貫通させて、コンタク 卜ホール 4 0 b を

形成する。

[0044] 次に、全体にA L D法によりS i 〇2層 （図示せず）を堆積する。そ して、

図 2 〇に示すように、 R I E法を用いて、コンタク トホール 4 0 a の側面に

S i 〇2層 4 1 a を残存させ、 N i S i 層 2 8 a a 上のS i 〇2層を除去する

。同様に、コンタク トホール 4 0 b の側面にS i 〇2層 4 1 b を残存させ、 T

i N層 1 8 上の3 i 〇2層を除去する。

[0045] 次に、全体にA L D法によりタングステン （W) 層 （図示せず）を、コン

タク 卜ホール 4 0 a 、 4 0 b の内部とS i 〇2層 3 9 b 上部に堆積する。そ し

て、図 2 P に示すように、M C P法により、W層と、 S i 〇2層 3 9 b との表

面層を研磨 して、上表面の位置が P +層 3 8 a 、 〜+層 3 8 、 3 8 c の頂部

と、 S i 〇2層 3 9 b との上表面と一致するW層 4 3 a 、 4 3 b を形成する。

[0046] 次に、 S i 〇2層 3 9 b を除去 して、 S i N層 3 9 a の上表面より上の P +

層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c 、W層 4 3 a 、 4 3 b を露出させる。そ して

、全体にC V D法によりS i 〇2層 （図示せず）を堆積する。そ して、図 2 Q

に示すように、 R I E法を用いてS i 〇2層を3 i N層 3 9 a 上表面まで均一

にエッチングする。これにより、W層 4 3 a 、 4 3 b の側面にS i 〇2層 4 6

a 、 4 6 b を残存させる。同時にP +層 3 8 a 、 〜+層 3 8 匕 3 8 c の側面

にS i 〇2層 4 6 c 、 4 6 d 、 4 6 e を残存させる。

[0047] 次に全体にC V D法により例えば酸化アルミニウム （A I 0 ) 絶縁層 （図

示せず）を堆積する。そ して、図 2 R に示すように、C M P法によりA I 〇

層の上表面の位置が、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c の頂部と、W層 4

3 a 、 4 3 b との上表面になるように、平坦に研磨 して、 A I 0 層 5 1 を形



成する。そ して、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c の頂部と、W層 4 3 a

、 4 3 b との側面のS i 〇2層 4 6 a 、 4 6 b 、 4 6 c 、 4 6 d 、 4 6 e を除

去する。これにより、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c の頂部と、W層 4

3 a 、 4 3 b のそれぞれを円帯状に囲んだコンタク トホール 5 0 a 、 5 0 b

、 5 0 c 、 5 0 d 、 5 O e が形成される。

[0048] 次に、コンタク トホール 5 0 c 、 5 0 d 、 5 0 e を覆ってレジス 卜層 （図

示せず）を形成する。そ して、図 2 S に示すように、 R I E法により、 レジ

ス ト層、 A I 〇層 5 1 をマスクにして、W層 4 3 a の外周のS i N層 3 9 a

、 3 〇2層 3 7 をェッチングして〜 3 層 3 6 a 上にコンタク 卜ホール 5

0 a a を形成する。同様に、 レジス 卜層とA I 〇層 5 1 をマスクにして、W

層 4 3 b の外周のS i N層 3 9 a 、 S i 〇2層 3 7 、 S i N層 3 5 、 S i 〇2

層 2 3 b b 、及びこれらに接するS i 〇2層 4 1 b をエッチングしてN i S i

層 2 8 b b 上にコンタク 卜ホール 5 0 b b を形成する。

[0049] 次にA L D法により、コンタク トホール 5 0 c 、 5 0 d 、 5 0 e 、 5 0 a

a 、 5 0 b b の内部、及びA I 〇層 5 1上に、W層 （図示せず）を堆積する

。そ して、図 2 T に示すように、C M P法により、上表面の位置が P +層 3 8

a 、 〜+層 3 8 匕 3 8 c の頂部と、W層 4 3 a 、 4 3 b となるようにW層を

研磨する。これにより、W層 4 3 a 、 4 3 b の側面と、 P +層 3 8 a の側面と

、 N +層 3 8 b 、 3 8 c の側面とを囲み、且つコンタク トホール 5 0 a a 、 5

O b b 、 5 0 c 、 5 0 d 、 5 0 e 内部に、W層 5 2 a 、 5 2 b 、 5 2 c 、 5

2 d 、 5 2 e を形成する。

[0050] 次に、図 2 U に示すように、全体にS i 〇2層 5 4 を形成する。そ して、 P

+層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 上のS i 〇2層 5 4 を貫通するコンタク 卜ホール 5 5

a 、 5 5 b を形成 し、 P +層 8 a a 上に、 S i 〇2層 5 4 、 A I O層 5 1、 S

i N層 3 9 a 、 S i 〇2層 3 7 、 S i N層 3 5 、 1 5 、 S i 〇2層 1 4 a 、 H f

〇2層 1 1 b 、 S i 〇2層 1 0 を貫通するコンタク トホール 5 5 c を形成 し、 N

+層 8 b b 上に、 S i 〇2層 5 4 、 A I O層 5 1、 S i N層 3 9 a 、 S i 〇2層

3 7 、 S i N層 3 5 、 1 5 、 S i 〇2層 1 4 a 、 H f 〇2層 1 1 a 、 S i 〇2層



1 0 を貫通するコンタク トホール 5 5 d を形成する。そ して、 シ リサイ ド層

と して、 S i 柱 6 a 、 6 b の頂部 に N i S i 層 6 6 a 、 6 6 b を形成 し、 コ

ンタク 卜ホールホール 5 5 c の底部の P +層 8 a a 上 に N i S i 層 6 6 c を形

成 し、 コンタク 卜ホールホール 5 5 c の底部の N +層 8 b b 上 に N i S i 層 6

6 d を形成する。 N i S i 層 6 6 a 、 6 6 b は、平面視 において、 S i 柱 6

a 、 6 b の外周 まで形成 されることが望 ま しい。そ して、 コンタク トホール

5 5 a 、 5 5 c を介 して P +層 3 8 a 、 8 a a に接続 した電源配線金属層 V D

D と、 コンタク トホール 5 5 b 、 5 5 d を介 して N +層 3 8 b 、 8 b b に接続

したグラン ド配線金属層 V S S と、 を形成する。

[0051 ] 次 に、図 2 V に示すように、 C V D 法 とC M P 法 によ り、全体 に S i 〇 2層

5 6 を形成する。その後、 S i 〇 2層 5 6 、 5 4 、 A I O 層 5 1 、 S i N 層 3

9 a 、 S i 〇 2層 3 7 、 S i N 層 3 5 、 S i N 層 1 5 、 S i 〇 2層 1 1 a を貫

通 させて、 T i N 層 1 8 b 上 にコンタク 卜ホール 5 7 を形成する。そ して、

コンタク トホール 5 7 を介 して T i N 層 1 8 b に接続 したヮ一 ド線配線金属

層W L を形成する。

[0052] 次 に、図 2 W に示すように、 C V D 法 とC M P 法 によ り、全体 に S i 〇 2層

5 8 を形成する。その後、 S i 柱 6 c の頂部の N +層 3 8 c 上 に、 S i 〇 2層

5 8 、 5 6 、 5 4 を貫通 させて、 コンタク トホール 6 0 a を形成 し、 N +層 8

c c 上 に、 S i 〇 2層 5 8 、 5 6 、 5 4 、 A I O 層 5 1 、 S i N 層 3 9 a 、 S

i 〇 2層 3 7 、 S i N 層 3 5 、 1 5 、 3 〇 2層 1 4 、 H f 〇2層 1 1 a 、 S

i 〇 2層 1 0 、 7 c を貫通 させて、 コンタク トホール 6 0 b を形成する。そ し

て、 シ リサイ ド層 と して、 S i 柱 6 c の頂部 に N i S i 層 6 6 e を形成 し、

コンタク 卜ホール 6 0 b の底部の N +層 8 c c 上 に N i S i 層 6 6 f を形成す

る。その後、 コンタク トホール 6 0 a を介 して、 N +層 3 8 c と接続する、平

面視上 において Y 2 _ Y 2 ' 線 に沿 つた方向に繋が つた ビッ 卜線配線金属層

B L を形成 し、 コンタク トホール 6 0 b を介 して N +層 8 c c と接続する、平

面視上 において ビッ 卜線配線金属層 B L に並行 して繋が った反転 ビッ 卜線配

線金属層 B L R を形成する。



図 2 W に示すように、 S i 柱 6 a の上部 に、 P +層 3 3 a 、 3 8 a を ドレイ

ン、 ソ一ス と し、 T i N 層 1 8 c をゲ一 卜と し、 P +層 3 3 a 、 3 8 a 間の S

i 柱 6 a をチャネル に した S G T (図 1 B の P チ ャネル型 S G T P c 1 に対

応する）が形成 され、 S i 柱 6 a の下部 に、 ？+層 8 、 3 1 a をソー ス、

ドレインと し、 T i N 層 1 8 a をゲ一 卜と し、 ？+層 8 、 3 1 a 間の S i

柱 6 a をチャネル に した S G T (図 1 B の P チ ャネル型 S G T P c 2 に対応

する）が、形成 される。

また、 S i 柱 6 b の上部 に、 N +層 3 3 b 、 3 8 b をソー ス、 ドレイ ン と し

、 T i N 層 1 8 d をゲ一 卜と し、 N +層 3 3 b 、 3 8 b 間の S i 柱 6 b をチヤ

ネル に した S G T (図 1 B の N チ ャネル型 S G T N c 1 に対応する）が形成

され、 S i 柱 6 b の下部 に、 〜+層 8 匕 、 3 1 b をソー ス、 ドレイ ン と し、

T i N 層 1 8 a をゲ一 卜と し、 N +層 8 b b 、 3 1 b 間の S i 柱 6 a をチヤネ

ル に した S G T (図 1 B の N チ ャネル型 S G T N c 2 に対応する）が、形成

される。

また、 S i 柱 6 c の上部 に、 N +層 3 3 c 、 3 8 c をソー ス、 ドレイ ン と し

、 T i N 層 1 8 e をゲ一 卜と し、 N +層 3 3 c 、 3 8 c 間の S i 柱 6 c をチ ヤ

ネル に した S G T (図 1 B の N チ ャネル型 S G T S N 1 に対応する）が形成

され、 S i 柱 6 c の下部 に、 〜+層 8 。 。、 3 1 c をソー ス、 ドレイ ン と し、

T i N 層 1 8 b をゲ一 卜と し、 N +層 8 c c 、 3 1 c 間の S i 柱 6 c をチ ヤネ

ル に した S G T (図 1 B の N チ ャネル型 S G T N c 2 に対応する）が、形成

される。

これ らS G T (図 1 B の S G T P c 1 、 P c 2 、 N c 1 、 N c 2 、 S 1

、 S N 2 に対応する）が接続配線 されて、図 1 B に示 した模式構造図 と同 じ

く、 S i 6 a 、 6 b 、 6 c の上部 に形成 された P チャネル型 S G T (図 1

B の P チ ャネル型 S G T P c 1 に対応する）及び N チャネル型 S G T (図 1

B の N チ ャネル型 S G T N c 1 、 S N 1 に対応する）による回路領域 （図 1

B の回路領域 C 1 に対応する） と、 3 柱 6 、 6 b 、 6 c の下部 に形成 さ

れた P チャネル型 S G T (図 1 B の P チ ャネル型 S G T P c 2 に対応する）



及び Nチャネル型 S G T (図 1 B のNチャネル型 S G T N c 2 、 S N 2 に対

応する）による回路領域 （図 1 B の回路領域C 2 に対応する）と、により構

成されたS R A Mセル回路が形成される。

第 1実施形態の製造方法によれば、次のような特徴が得 られる。

1 . 図 2 Wに示されるように、 ？+層 3 8 、 〜+層 3 8 匕 3 8 c は、側面

と上表面との全体を低抵抗金属層であるW層 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e と、低

抵抗シリサイ ド層であるN i S i 層 6 6 a 、 6 6 b 、 6 6 e と、で囲まれて

いる。W層 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e の底部位置は、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8

b 、 3 8 c の下端に近い位置に形成されている。これにより、 ？+層 3 8 、

N +層 3 8 b 、 3 8 c によるダイオー ド接合抵抗を低 くでき、且っ？+層 3 8

a 、 〜+層 3 8 、 3 8 c によるダイオー ド接合に均一な電界を形成すること

ができる。これは、 S G T 回路の低電圧駆動化と高速化に寄与できる。

2 . W層 4 3 a 、 4 3 b とS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の頂部の P +層 3 8 a 、 N

+層 3 8 b 、 3 8 c とを平面視において円帯状に囲むS i 〇2層4 6 a 、 4 6

b 、 4 6 c 、 4 6 d 、 4 6 e をエッチングして得 られる構造を用いて、W層

4 3 a 、 4 3 b とS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の頂部の P +層 3 8 a 、 〜+層 3 8

b 、 3 8 c とを平面視において円帯状に囲むW層 5 2 a 、 5 2 b 、 5 2 c 、

5 2 d 、 5 2 e が形成される。 3 〇2層4 6 、 4 6 b 、 4 6 c 、 4 6 d 、

4 6 e は、W層 4 3 a 、 4 3 b とS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c との位置関係につ

いて、 リソグラフィ法におけるマスク合せ工程を必要としない自己整合 （se L

f-ar ra ignment) で形成される。これにより、W層 5 2 a 、 5 2 b 、 5 2 c 、

5 2 d 、 5 2 e は、W層 4 3 a 、 4 3 b とS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c とに対 し

て、自己整合で形成される。これはS G T 回路を高密度に形成できることを

示 している。

3 . 図 2 R に示 したように、最初に、垂直方向において、同じ深さのコンタ

ク 卜ホール 5 0 a 、 5 0 b 、 5 0 c 、 5 0 d 、 5 0 e を形成 し、その後に、

図 2 S に示すように、コンタク トホール 5 0 b 、 5 0 c 、 5 0 d 、 5 0 e を

覆ったレジス 卜層 （図示せず）とA I 〇層 5 1 をマスクにして、 R I E法に



よ り、 コンタク 卜ホール 5 0 a a とコンタク 卜ホール 5 0 b b をそれぞれ形

成する。 こう して、 コンタク トホール 5 0 c 、 5 0 d 、 5 0 e の深 さと、 コ

ンタク 卜ホール 5 0 a a の深 さと、 コンタク 卜ホール 5 0 b b の深 さとを異

なるものにで きる。 これは、深 さの異なるW層 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e と、

W層 5 2 a と、W層 5 2 b とを容易に形成で きることを示 している。 これに

よ り、 S G T 回路の製作が容易になる。

4 . W 層 4 3 a に面 した N i S i 層 2 8 b b の側面 に S i 〇 2層 4 1 a が形成

されている。 これによ り、平面視 において、 N i S i 層 2 8 a a 、 2 8 b b

、 3 6 a が、 お互いに重な っているのにも関わ らず、 これ らを貫通するW層

4 3 a と N i S i 層 2 8 b b とを絶縁 しつつ、 N i S i 層 2 8 a a と N i S

i 層 3 6 a とを接続することが可能 となる。 これは、 S R A M セル面積の縮

小 を可能 にする。

同様 に、W層 4 3 b に面 した N i S i 層 2 8 a a の側面 に S i 〇 2層 4 1 b

が形成 されている。 これによ り、平面視 において、 T i N 層 1 8 a 、 N i S

i 層 2 8 a a 、 2 8 b b が、 お互いに重な っているのにも関わ らず、 これ ら

を貫通するW層 4 3 b によって、W層 4 3 b と N i S i 層 2 8 a a を絶縁 し

つつ、 T i N 層 1 8 a と N i S i 層 2 8 b b とを接続することが可能 となる

。 これは、 S R A M セル面積の縮小 を可能 にする。

5 . 平面視 において互いに重な った、下部配線導体層である N 3 層 2 8

a a 、 中間配線導体層である N i S i 層 2 8 b b 、上部配線導体層である N

i S i 層 3 6 a を有 する構造 において、 N i S i 層 2 8 a a 上 に、 N i S i

層 2 8 b b 、 3 6 a を貫通 して、且つ頂部が N i S i 層 3 6 a よ り上部 に位

置するW層 4 3 a を形成 し、そ して、 このW層 4 3 a の外周 を囲み、特別な

リソグラフィ法 を用いないで、 自己整合で形成 されたW層 5 2 a が、 N i S

i 層 3 6 a とその上表面 に接続 されることによ り、 N i S i 層 3 6 a と 2 8

a a との接続が実現 されている。

同様 に、平面視 において互いに重な った、下部配線導体層である T i N 層

1 8 a 、 中間配線導体層である N i S i 層 2 8 a a 、上部配線導体層である



N i S i 層 2 8 b b を有 する構造 において、 T i N 層 1 8 a 上 に、 N i S i

層 2 8 a a 、 2 8 b b を貫通 して、且つ頂部が N i S i 層 2 8 b b よ り上部

に位置するW層 4 3 b を形成 し、そ して、 このW層 4 3 b の外周 を囲み、特

別な リソグラフィ法 を用いないで、 自己整合で形成 されたW層 5 2 匕が、 N

i S i 層 2 8 b b と、 その上表面 に接続 されることによ り、 N i S i 層 2 8

b b と T i N 層 1 8 a との接続が実現 されている。

このように、W層 4 3 a とW層 5 2 a とが 自己整合で形成 され、W層 4 3

b とW層 5 2 b とが 自己整合で形成 されている。 これによ り、 S R A M セル

の高密度配線が実現する。

6 . S G T 回路の低電圧駆動化 と高速化 に寄与する、 P +層 3 8 a 、 N +層 3

8 b 、 3 8 c の側面全体 を円帯状 に囲んだW層 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e と、

S G T 回路の高密度化 に寄与するW層 4 3 a 、 4 3 b の頂部側面全体 を円帯

状 に囲んだW層 5 2 a 、 5 2 匕と、 をそれぞれが 自己整合 プロセスで、かつ

同 じ工程で行 うことがで きる。 これによ り、高密度 S G T 回路 を容易に形成

することがで きる。

7 . 図 2 P 、 図 2 Q に示 したように、W層 4 3 a 、 4 3 b の頂部 と、 S i 柱

6 a 、 6 b 、 6 c の頂部の P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c と、 を覆 って

S i 〇 2層 （図示せず）を堆積 し、その後 に、 R I E 法 によ り、 この S i 〇 2

層 をエ ッチング して、W層 4 3 a 、 4 3 b の頂部 と、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6

c の頂部の P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c と、 を囲んで S i 〇 2層 4 6 a

、 4 6 b 、 4 6 c 、 4 6 d 、 4 6 e を形成 した。平面視 における、 S i 〇 2層

4 6 a 、 4 6 b 、 4 6 c 、 4 6 d 、 4 6 e の幅長は、 リソグラフィ法 を用い

て形成 した場合 よ り、 リソグラフィ法 におけるマスク合わせ寸法余裕 を確保

する必要がないので、短 く形成することが可能である。 また、平面視 におい

て、W層 4 3 a 、 4 3 b と、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c と、 S i 〇 2

層 4 6 a 、 4 6 b 、 4 6 c 、 4 6 d 、 4 6 e と、 の位置関係が 自己整合 によ

り形成 されている。 これによ り、W層 4 3 a 、 4 3 匕と、 P +層 3 8 a 、 N +

層 3 8 b 、 3 8 c と、W層 5 2 a 、 5 2 b 、 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e との接



続を、高密度に形成することができる。

[0055] (第 2 実施形態）

以下、図3 A 、図3 B を参照 しながら、本発明の第 2 実施形態に係る、 S

G T を有する柱状半導体装置の製造方法について説明する。 （a ) は平面図

、 （b ) は （a ) のΧ _ Χ ' 線に沿う断面構造図、 （c ) は （a ) のY 1 _

Y ' 線に沿う断面構造図、 （d ) は （a ) のY 2 — Y 2 ' 線に沿う断面構

造図、 （e ) は （a ) のY 3 —Y 3 ' 線に沿った断面構造図である。第 2 実

施形態の製造方法は、以下に説明する相違点を除き、第 1実施形態の図 2 A

〜図 2 Wに示す工程と同様である。

[0056] 図 3 A に示す工程の前までは、図 2 A から図 2 S までと同じ工程を行う。

A L D法により、コンタク トホール 5 0 c 、 5 0 d 、 5 0 e 、 5 0 a a 、 5

0 b b の内部に、例えばシリサイ ドであるN i S i 層 （図示せず）を堆積す

る。そして、C M P法によりN i S i 層を、W層4 3 a 、 4 3 b と、 S i 柱

6 a 、 6 b 、 6 c と、の上表面まで研磨 して、 N i S i 層 6 2 a 、 6 2 b 、

6 2 c 、 6 2 d 、 6 2 e を形成する。そして、全体にS i 〇2層 6 3 (図 2 U

におけるS i 〇2層 5 4 に対応する）を形成する。

[0057] 次に、図3 B に示すように、熱処理を行うことにより、〜 3 層 6 2 〇

、 6 2 d 、 6 2 e に接 したS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の頂部にN i S i 層 6 4

a 、 6 4 b 、 6 4 c が形成される。そして、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3

8 c のァクセプタおよび ドナ一不純物が、 N i S i 層 6 4 a 、 6 4 b 、 6 4

c の押 し出し効果により、 3 柱 6 、 6 b 、 6 c の下方に押 し出されて、

高い不純物濃度を持つ P +層 6 5 a 、 〜+層 6 5 、 6 5 c が形成される （不

純物押 し出し効果については非特許文献 3 を参照）。以降、図 2 U〜図 2 W

と同じ工程を行うことによって、第 1実施形態と同様のS R A Mセルが形成

される。

[0058] 本実施形態のS G T を有する柱状半導体装置の製造方法によれば、次のよ

うな特徴が得られる。

本実施形態では、第 1実施形態におけるP +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8



c の多 くの部分がシリサイ ド層であるN i S i 層 6 4 a 、 6 4 b 、 6 4 c に

置き換えられた構造となっている。更に、 N i S i 層 6 4 a 、 6 4 b 、 6 4

c からの ドナ一、またはァクセプタ不純物の押 し出し効果により高濃度の不

純物密度を持つ P +層 6 5 a 、 〜+層 6 5 、 6 5 c が形成される。これによ

り、第 1実施形態と比べて、ダイオー ド接合抵抗がさらに低抵抗化される。

これは、 S G T 回路の低電圧駆動化、高速駆動化に繋がる。

[0059] (第 3 実施形態）

以下、図4 A 、図4 B を参照 しながら、本発明の第 3 実施形態に係る、 S

G T を有する柱状半導体装置の製造方法について説明する。 （a ) は平面図

、 （b ) は （a ) のΧ _ Χ ' 線に沿う断面構造図、 （c ) は （a ) のY 1 _

Y ' 線に沿う断面構造図、 （d ) は （a ) のY 2 —Y 2 ' 線に沿う断面構

造図、 （e ) は （a ) のY 3 —Y 3 ' 線に沿った断面構造図である。第 3 実

施形態の製造方法は、以下に説明する相違点を除き、第 1実施形態の図 2 A

〜図 2 Wに示す工程と同様である。

[0060] 図 4 A に示す工程の前までは、図 2 Mに示す工程で P +層 3 8 a 、 N +層 3

8 b 、 3 8 c を形成 しない点を除いては、図 2 A から図 2 Q までと同じ工程

を行う。そ して、 レジス 卜層 （図示せず）をマスクにして、 3 〇2層 4 6

、 4 6 b 、 4 6 c をエッチングして、コンタク トホール 5 0 a 、 5 0 b 5

O c を形成する。そ して、ァクセプタ不純物を含んだS i 層 （図示せず）を

全体に被覆する。そ して、C M P法によりS i 層をS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c

、W層 4 3 a 、 4 3 b の上表面まで研磨 して、図4 A に示すように、 S i 柱

6 a 、W層 4 3 a 、 4 3 b の頂部を囲んでS i 層 6 7 a 、 6 7 b 、 6 7 c を

形成する。そ して、 S i 層 6 7 a 、 6 7 b 、 6 7 c を形成 したのと同様に、

3 柱 6 、 6 c の頂部を囲んで ドナ一不純物を含んだS i 層 6 7 d 、 6 7

e を形成する。具体的には、まず、 レジス 卜層をマスクにして、 S i 〇2層 4

6 d 、 4 6 e をエッチングして、コンタク トホール 5 0 d 、 5 0 e を形成す

る。そ して、 ドナ一不純物を含んだS i 層 （図示せず）を全体に被覆する。

そ して、C M P法により3 層を3 け主6 、 6 b 、 6 c 、W層 4 3 a 、 4



3 b の上表面 まで研磨 して、図 4 A に示すように、 3 柱 6 1 、 6 c の頂部

を囲んで S i 層 6 7 d 、 6 7 e を形成する。 これにより、 コンタク トホール

5 0 a 、 5 0 b 、 5 0 c 内にァクセプタ不純物 を含んだ S i 層 6 7 a 、 6 7

b 、 6 7 c を形成する、 コンタク トホール内 5 0 d 、 5 O e 内に ドナ一不純

物 を含んだ S i 層 6 7 d 、 6 7 e を形成 し、最後 に、全体に S i 〇 2層 6 3 (

図 2 U における S i 〇 2層 5 4 に対応する）を形成する。なお、上述のように

3 層 6 7 、 6 7 b を S i 層 6 7 c と共に形成する代わ りに、 S i 層 6 7

d 、 6 7 e の形成 と共に行 ってもよい。 この場合、 3 層 6 7 、 6 7 b は

ドナ一不純物 を含むことになる。 S i 層 6 7 a 、 6 7 b に ドナ一不純物 また

はァクセプタ不純物 を含 ませることにより、 3 層 6 7 、 6 7 b と、W層

4 3 a 、 4 3 b と、 N i S i 層 3 6 a と、が低抵抗で接続される。 また、 S

i 層 6 7 a 、 6 7 b を S i 層 6 7 c 、 6 7 d 、 6 7 e とは独立 して形成 して

もよい。 この場合、 3 層 6 7 、 6 7 匕に、 ドナ一不純物 またはァクセプ

タ不純物 を含 ませな くてもよい。含 ませない場合、後の熱処理 によりS i 層

6 7 a 、 6 7 b 内にタングステン シ リサイ ド （W S i 2 ) 層が形成 されるこ

とにより、 S i 層 6 7 a 、 6 7 b と、W層 4 3 a 、 4 3 b と、 N i S i 層 3

6 a と、が低抵抗で接続される。

[0061 ] 次 に、図 4 B に示すように、熱処理 を行い、 S i 層 6 7 c か らS i 柱 6 a

の頂部 にァクセプタ不純物 を拡散 させて、 P +層 6 8 a を形成 し、 S i 層 6 7

d 、 6 7 e か ら ドナ一不純物 を拡散 させて、 〜+層 6 8 匕 6 8 c を形成する

。そ して、第 2 実施形態 と同様 に、図 2 U 〜図 2 W と同 じ工程 を行 うことに

よって、第 1 実施形態 と同様の S R A M セルが形成 される。

[0062] なお、 ァクセプタまたは ドナ一を含んだ S i 層 6 7 c 、 6 7 d 、 6 7 e に

替えて、 ァクセプタまたは ドナ一を含んだシ リサイ ド層を用いてもよい。 こ

の場合、 3 柱 6 、 6 b 、 6 c の頂部 に、第 3 実施形態 と同様なシ リサイ

ドが形成 される。

[0063] 本実施形態の S G T を有する柱状半導体装置の製造方法によれば、次のよ

うな特徴が得 られる。



1 . 本実施形態では、 S i 層の形成に例えば ドナ一又はァクセプタ不純物を

高濃度に含んだS i ェピタキシャル法を用いてS i 層 6 7 c 、 6 7 d 、 6 7

e を形成することができる。これにより、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 頂部に低

抵抗の P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c を形成することができる。これに

より、高速なS G T 回路を製作することが可能となる。

2 . ァクセプタまたは ドナ一を含んだS i 層 6 7 c 、 6 7 d 、 6 7 e に替え

て、ァクセプタまたは ドナ一を含んだシリサイ ド層を用いた場合は、 S i 柱

6 a 、 6 b 、 6 c の頂部に、第 3 実施形態と同様なシリサイ ド層が形成され

る。これは、 S G T 回路の低電圧駆動化、高速駆動化に繋がる。

[0064] (第 4 実施形態）

以下、図 5 を参照 しながら、本発明の第4 実施形態に係る、 S G T を有す

る柱状半導体装置の製造方法について説明する。 （a ) は平面図、 （b ) は

( a ) のΧ _ Χ ' 線に沿う断面構造図、 （c ) は （a ) のΥ 1 —Υ 線に

沿う断面構造図、 （d ) は （a ) のY 2 —Y 2 ' 線に沿う断面構造図、 （e

) は （a ) のY 3 —Y 3 ' 線に沿った断面構造図である。

[0065] 第 1実施形態における図 2 A 〜図 2 S までの工程を行った後に、平面視に

おいて、第 1実施形態におけるコンタク トホール 5 7 、 5 5 c 、 5 5 d 、 5

5 e と同じ位置にレジス 卜層 （図示せず）をA l 〇層 5 1 に形成 し、 リソグ

ラフィ法によりこのレジス 卜層をマスクにして、 P +層 8 a a 、 N +層 8 b b

、 8 c c 、 T i N層 1 8 b 上にコンタク トホール （図示せず）を形成する。

[0066] 次にA L D法により、コンタク トホール 5 0 c 、 5 0 d 、 5 0 e 、 5 0 a

a 、 5 0 b b の内部、及びA I 〇層 5 1上に、W層 （図示せず）を堆積する

。そ して、C M P法により、上表面の位置が P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3

8 c の頂部と、W層 4 3 a 、 4 3 b となるようにW層を研磨する。これによ

り、W層 4 3 a 、 4 3 b の側面と、 P +層 3 8 a の側面と、 〜+層 3 8 匕 3

8 c の側面とを囲み、且つコンタク トホール 5 0 a a 、 5 0 b b 、 5 0 c 、

5 0 d 、 5 0 e の内部に、W層 5 2 a 、 5 2 b 、 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e を

形成 し、 N +層 8 c c 、 P +層 8 a a 、 N +層 8 b b 、 T i N層 1 8 b 上のコン



タク 卜ホール内部にW層 7 0 a 、 7 0 b 、 7 0 c 、 7 0 d を形成する。これ

により、W層4 3 a 、 4 3 b 、 5 2 a 、 5 2 b 、 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e 、

7 0 a 、 7 0 b 、 7 0 c 、 7 0 d の上表面位置は同じになる。

[0067] 次に、全体にS i 〇2層 5 4 を形成する。そして、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8

b 上のS i 〇2層 5 4 を貫通するコンタク 卜ホール 5 5 a 、 5 5 b を形成 し、

W層 7 0 b 上にS i 〇2層 5 4 を貫通するコンタク 卜ホール 7 1 b を形成 し、

W層 7 0 c 上にS i 〇2層 5 4 を貫通するコンタク 卜ホール 7 1 c を形成する

o そして、コンタク トホール 7 0 a 、 7 0 b 、 7 0 c の底部の P +層 8 a a 、

N +層 8 b b 、 8 c c 表層にN i S i 層 6 6 c 、 6 6 d 、 6 6 f を形成する。

N i S i 層 6 6 a 、 6 6 b は、平面視において、 S i 柱 6 a 、 6 b の外周ま

で形成されることが望ましい。そして、コンタク トホール 5 5 a 、 7 1 b を

介 して P +層 3 8 a 、 8 a a に接続 した電源配線金属層V D D と、コンタク ト

ホール 5 5 b 、 7 1 c を介 してN +層 3 8 b 、 8 b b に接続 したグラン ド配線

金属層V S S と、を形成する。

[0068] 次に、C V D法とC M P法により、全体にS i 〇2層 5 6 を形成する。その

後、 3 〇2層 5 6 、 5 4 を貫通させて、W層 7 0 d 上にコンタク トホール 7

1 d を形成する。そして、コンタク 卜ホール 7 1 d を介 してT i N層 1 8 b

に接続 したヮ一 ド線配線金属層W L を形成する。

[0069] 次に、C V D法とC M P法により、全体にS i 〇2層 5 8 を形成する。その

後、 S i 柱 6 c の頂部のN +層 3 8 c 上に、 3 〇2層 5 8 、 5 6 、 5 4 を貫

通させて、コンタク トホール 6 0 a を形成 し、W層 7 0 a 上に、 S i 〇2層 5

8 、 5 6 、 5 4 を貫通させて、コンタク トホール 7 1 a を形成する。その後

、コンタク トホール 6 0 a を介 して、 N +層 3 8 c と接続する、平面視上にお

いてY 2 _ Y 2 ' 線に沿った方向に繋がったビッ卜線配線金属層 B L を形成

し、コンタク トホール 7 1 a を介 してN +層 8 c c と接続する、平面視上にお

いてビッ卜線配線金属層 B L に並行 して繋がった反転ビッ卜線配線金属層 B

L Rを形成する。こうして、 S R A Mセル回路が形成される。

[0070] 本実施形態の S G T を有する柱状半導体装置の製造方法によれば、次のよ



うな特徴が得 られる。

第 1実施形態では、コンタク トホール 5 5 a 、 5 5 b 、 5 5 c 、 5 5 d 、

5 7 、 6 0 a 、 6 O b の底部位置が、それぞれ異なっていた。これに対 して

、本実施形態では、コンタク トホール 5 5 a 、 5 5 b 、 6 0 a 、 7 1 a 、 7

1 b 、 7 1 c 、 7 1 d の底部位置が、W層 4 3 a 、 4 3 b 、 5 2 a 、 5 b

、 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e 、 7 0 a 7 0 b の頂部表面位置になっている。

これにより、コンタク 卜ホール 5 5 a 、 5 5 b 、 6 0 a 、 7 1 a 、 7 1 b 、

7 1 c 、 7 1 d を介 した配線金属層V D D、 V S S 、 B L 、 B L R、W L の

形成が容易になる。例えば、C P UチップのようにS R A Mセル領域と同じ

チップ上に論理回路を形成する場合、配線金属層の層数が数 1 0 層に及ぶの

で、論理回路部の形成を含めて、配線金属層に繋がるコンタク トホールの底

部位置を高さ方向で同じにするのは、配線金属層の高密度形成に繋がる。

[0071 ] (第 5 実施形態）

以下、図 6 を参照 しながら、本発明の第 5 実施形態に係る、 S G T を有す

る柱状半導体装置の製造方法について説明する。 （a ) は平面図、 （b ) は

( a ) のΧ _ Χ ' 線に沿う断面構造図、 （c ) は （a ) のΥ 1 —Υ 線に

沿う断面構造図、 （d ) は （a ) のY 2 —Y 2 ' 線に沿う断面構造図、 （e

) は （a ) のY 3 —Y 3 ' 線に沿った断面構造図である。

[0072] 第 1実施形態における図 2 A 〜図 2 S までの工程を行った後に、W層 （図

示せず）を全体に堆積する。そ して、全体をC M P法によりW層の上表面位

置がA I 〇層 5 1 より上方になるように研磨する。そ して、図 6 に示すよう

に、 リソグラフィ法とエッチングによりW層 4 3 a 、 5 2 a に繋がるW層 7

2 a と、 N +層 3 8 c 及びW層 5 2 e に繋がるW層 7 2 b とを形成する。これ

以後、図 2 U〜図 2 Wの工程を行う。

[0073] 本実施形態の S G T を有する柱状半導体装置の製造方法によれば、次のよ

うな特徴が得 られる。

1 . 本実施形態では、W層 4 3 a 、 5 2 a に繋がるW層 7 2 a と、 〜+層 3 8

c 及びW層 5 2 e に繋がるW層 7 2 b とを形成 した。これは、設計上の必要



性により、W層 5 2 a 、 5 2 b 、 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e のいずれか、また

は全てに繋がったW配線層をA I 〇層 5 1上に形成できることを示 している

。これにより、 S R A M回路だけでなく、他の回路設計に本実施形態を適用

することにより、回路の高性能化を図ることができる。

2 . また、第 1実施形態における図 2 A 〜図 2 T までの工程を行った後に、

W層 4 3 a 、 4 3 b 、 5 2 a 、 5 2 b 、及びA I 〇層 5 1 の上に、タングス

テン以外の配線材料層を形成 しても、同様に、W層 5 2 a 、 5 2 b 、 5 c

、 5 2 d 、 5 2 e のいずれか、または全てに繋がった金属配線層をA I 〇層

5 1上に形成できる。これにより、 S R A M回路だけでなく、他の回路設計

に本実施形態を適用することにより、回路の高性能化を図ることができる。

この場合、 リソグラフィ工程の後の配線材料層のエツチングが、W層より早

くエッチングされるようになされることが望ましい。これにより、 層 5 2

a 、 5 2 b 、 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e の中で、 レジス 卜で覆われてないW層

がェッチングされることなく、配線材料層がパターンニングされる利点が得

られる。

[0074] なお、第 1実施形態では、 S G T を用いたS R A Mセル回路を例として説

明 したが、 S G T を用いた他の回路形成においても本発明を適用することが

できる。そ して、本発明に係るその他の実施形態においても同様である。

[0075] また、本発明の実施形態では、 3 柱 6 、 6 b 、 6 c のそれぞれに、 2

個のS G T を形成 したが、 1個、または3 個以上を形成する回路形成におい

ても、本発明を適用できる。

[0076] また、第 1実施形態では、 A I 〇層 5 1 をエッチングマスクとして用い、

S i 6 a 、 6 b 、 6 c の頂部、及びW層 4 3 a 、 4 3 b の頂部を残存させ

つつ、コンタク トホール 5 0 a 、 5 0 b 、 5 0 c 、 5 0 d 、 5 0 e を形成 し

たが、エッチングマスクの材料 （第 1実施形態ではA I 〇層 5 1 を使用）、

半導体柱の材料 （第 1実施形態ではS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c を使用）、及び

コンタク 卜ホールの形状を作るための被除去層の材料 （第 1実施形態ではS

i 〇2層 4 6 a 、 4 6 b 、 4 6 c 、 4 6 d 、 4 6 e 、 3 7 、 S i N層 3 9 a 、



3 5 を使用）、並び に、エ ッチング法は、それぞれの 目的を得 るものであれ

ば、任意である。 この ことは、本発明に係 るその他 の実施形態 においても同

様である。

[0077] 第 1実施形態では、図 2 N に示すように、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3

8 c の外周部の S i 〇 2層 3 7 の上 に S i N層 3 9 a を形成 した。 S i N層 3

9 a に代 えて、 A I O層 5 1 と S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 、W層 4 3 a 、 4 3

b をマスクに して、 S i 〇 2層 4 6 a 、 4 6 b 、 4 6 c 、 4 6 d 、 4 6 e をェ

ツチングする場合の、エ ッチングス トッパ層 となる材料層であれば、他 の材

料層 を用いてもよい。 また、 S i N層 3 9 a に代 えて、 T i N層 1 8 c 、 1

8 d 、 1 8 e の上端 を酸化 して、そ こに絶縁層 を形成 してもよい し、 また、

丁 〜層 1 8 〇、 1 8 d 、 1 8 e の上端の一部 をエ ッチング して、そ こに絶

縁層 を埋め込んでもよい。少な くとも、 3 〇 2層 4 6 〇、 4 6 d 、 4 6 e の

下に、 3 〇 2層 4 6 〇、 4 6 d 、 4 6 e のエ ッチングに対 してエ ッチングス

トツパ となる材料層があれば、 S i N層 3 9 a を省略で きる。 また、 S i N

層 3 9 a 、 S i 〇 2層 4 6 a 、 4 6 b 、 4 6 c 、 4 6 d 、 4 6 e 、 A l 〇層 5

1 の材料選択 は、それぞれの 目的を得 るものであれば、任意である。 この こ

とは、本発明に係 るその他 の実施形態 においても同様である。

[0078] また、第 1実施形態では、 S i 6 a 、 6 b 、 6 〇上 に 3 〇 2層 5 、 5

b 、 5 c を形成 したが、他 の単層 または複数層の材料層 を用いてもよい。 ま

た、例 えば S i N層な どの他 の単層 または複数層 と、 を組み合わせた材料層

であ ってもよい。 この ことは、本発明に係 るその他 の実施形態 においても同

様である。

[0079] また、第 1実施形態では、 S i 6 a 、 6 b 、 6 〇上 に 3 〇 2層 5 、 5

b 、 5 c を、図 2 Mの工程 において、除去 したが、 3 〇 2層 5 、 5 b 、 5

c は、 この後のいずれかの工程 まで残 しても、本発明の 目的を得 るのに不都

合がない限 りは、問題ない。 この ことは、本発明に係 るその他 の実施形態 に

おいても同様である。

[0080] また、第 1実施形態では、下部 S G T のソース P +層 8 a a 、 N +層 8 b b



、 8 c c を構成する S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の底部のソー ス不純物領域およ

び互いに水平方向に繋がった配線導体層部分を、同 じ材料層で形成 したが、

例えば配線導体層部 をシ リサ イ ドまたは金属などの単層 または複数層か ら構

成 されるほかの材料層で形成 してもよい。 このことは、本発明に係るその他

の実施形態においても同様である。

[0081 ] また、第 1 実施形態では、平面視 において下部配線導体層である N i S i

層 2 8 a a と、中間配線導体層である N i S i 層 2 8 b b と、上部配線導体

層である N i S i 層 3 6 a とが重なって形成 された領域 にコンタク トホール

4 0 a 、 4 0 b を形成 した。 この場合、 N i S i 層 2 8 a a は下部 S G T の

ドレイン N +層 3 1 b に繋がってお り、 N i S i 層 2 8 b b は上部 S G T の ド

レイン N +層 3 3 b に接続され、 N i S i 層 3 6 a は上部 S G T のゲ一 卜T i

N 層 1 8 d に接続されている。 このように、 S G T を用いた回路の設計に応

じて、上部配線導体層、中間配線導体層、下部配線導体層 とに繋がる、 S G

T のソー ス不純物領域、 ドレイ ン不純物領域、ゲ一 卜導体層 との組み合わせ

は適宜変更可能である。 このことは、本発明に係るその他の実施形態におい

ても同様である。

[0082] また、第 1 実施形態では、 S i 〇 2層 4 1 a により側面が絶縁 された N i S

i 層 2 8 b b の側面形状が、平面視 においてコンタク 卜ホール 4 0 a の外周

位置に一致 していたが、 N i S i 層 2 8 b b の側面がコンタク 卜ホール 4 0

a の外側 に広がっていてもよい。 これにより、 N i S i 層 2 8 a a 、 2 8 b

b 間の容量を小さ くすることが出来る。同様 に、 S i 〇 2層 4 1 b により側面

が絶縁 された N i S i 層 2 8 a a の側面形状が、平面視 においてコンタク 卜

ホール 4 0 b の外周位置に一致 していたが、 N i S i 層 2 8 a a の側面がコ

ンタク 卜ホール 4 0 b の外側 に広がっていてもよい。 これにより、 N i S i

層 2 8 a a と T i N 層 1 8 a との間の容量を小さ くすることが出来る。そ し

て、 これは S R A M セル回路以外の回路形成 においても有効 となる。 このこ

とは、本発明に係るその他の実施形態においても同様である。

[0083] また、第 1 実施形態では、 コンタク 卜ホール 4 0 a 、 4 0 b は、最上層の



S i 〇2層 3 9 b からN i S i 層 2 8 a a 、 T i N層 1 8 a の上表面まで形成

されているが、コンタク トホール4 0 a 、 4 0 b のオーバエッチングにより

、コンタク 卜ホール4 0 a 、 4 0 b の底部は、 N i S i 層 2 8 a a 、 T i N

層 1 8 a の内部まで形成されてもよいことは言うまでもない。このことは、

本発明に係るその他の実施形態においても同様である。

[0084] また、第 1実施形態では、 N i 層 2 1 a 、 2 1 b のN i 原子によるP型ポ

リS i 層 2 2 a 、 2 2 b 、 〜+型ポリ3 層 2 6 、 2 6 b のシリサイ ド化に

伴ってN i S i 層 2 8 a 、 2 8 b を空間 2 5 a 、 2 5 b 、 2 5 c 内へ突起さ

せた。このN i 層 2 1 a 、 2 1 b の代わりに、チタン （T i ) 、コバル 卜 （

C o ) などの他の金属層を用いてシリサイ ド層を形成 し、このシリサイ ド層

を空間 2 5 a 、 2 5 b 、 2 5 c 内へ突起させることとしてもよい。また、金

属原子を多く含んだシリサイ ド層を、スパッタ蒸着などにより形成 して、そ

の後に、シリサイ ド層の空間 2 5 a 、 2 5 b 、 2 5 c 内への突起を行っても

よい。また、他の方法を用いて、 N +層 3 1 b 、 3 1 c 、 3 3 b 、 3 3 c 、 P

+層 3 1 a 、 3 3 a 、そ して各 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c の外周を囲んだゲ一 卜

T i N層 1 8 c 、 1 8 d 、 1 8 e に繋がって水平方向に配置された配線導体

層であるN i S i 層 2 8 a a 、 2 8 b b 、 3 6 a 、 3 6 b との接続を行って

もよい。このことは、本発明に係るその他の実施形態においても同様に適用

可能である。

[0085] また、第 1実施形態では、コンタク 卜ホール4 0 a 、 4 0 b の側面に面 し

た、上部配線導体層であるN i S i 層 3 6 a 、 2 8 b b の側面にS i 〇2層4

1 a 、 4 1 b が形成されるが、 R I E エッチングのオーバエッチングにより

、 N i S i 層 3 6 a 、 2 8 b b の側面からS i 〇2層4 1 a 、 4 1 b を除去 し

てもよい。このことは、本発明に係るその他の実施形態においても同様に適

用可能である。

[0086] また、第 1実施形態では、 S i 〇2層基板 1上にS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c を

形成 してS R A Mセル回路を形成 したが、 S i 〇2層基板 1 の代わりにS 〇 I

(S i しi con on Insu lator) 基板、 S i 基板などの他の基板を用いてもよい。



S i 基板の場合、 S i 基板表層にS i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 底部のソースまた

は ドレインのN +層または P +層に対応 したゥエル構造を儲けてもよい。この

ことは、本発明に係るその他の実施形態においても同様に適用可能である。

[0087] また、第 1 実施形態では、W層 4 3 a 、 4 3 b を用いたが、代わりに他の

導体層を用いてもよい。また、このW層 4 3 a 、 4 3 b 及び他の導体層は、

バ リア層などを含む複数の導体層より構成されていてもよい。複数の導体層

を構成する材料は、それぞれ同じでもよいし、異なってもよく、本実施形態

が求める特性を満足するものであればよい。

[0088] また、第 2 実施形態では、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c 、W層 4 3

a 、 4 3 b を囲んでN i S i 層 6 2 a 、 6 2 b 、 6 2 c 、 6 2 d 、 6 2 e を

形成 したが、これらの層の一つ以上を、 N i S i の代わりに、他のシリサイ

ド材料、または他の半導体原子と金属原子との合金から形成 してもよい。こ

うしたシリサイ ド材料及び合金は、平面視において、半導体柱の頂部にある

不純物領域の外周部または中心まで合金化できる材料であればよい。

[0089] また、第 3 実施形態では、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 〇、 層 4 3 、 4 3 b

の頂部を囲んで、ァクセプタまたは ドナ一不純物を含んだS i 層 6 7 a 、 6

7 b 、 6 7 c 、 6 7 d 、 6 7 e を形成 したが、代わりに、ァクセプタまたは

ドナ一不純物を含んだシリサイ ド層及び/ 又は他の材料層を形成 してもよい

。また、 3 層 6 7 、 6 7 b を形成する代わりに、ァクセプタまたは ドナ

—不純物を含まないシリサイ ド層及び/ 又は他の材料層を形成 してもよい。

[0090] また、第 1 実施形態では、図 2 Q に示すように、 R I E法を用いてC V D

法により全体に堆積 したS i 〇2層 （図示せず）をS i N層 3 9 a 上表面まで

均一にエッチングしてW層 4 3 a 、 4 3 b の側面に円帯状のS i 〇2層 4 6 a

、 4 6 b を残存させ、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c の側面に円帯状の

3 〇2層 4 6 〇、 4 6 d 、 4 6 e を残存させた。 3 〇2層 4 6 、 4 6 b

、 4 6 c 、 4 6 d 、 4 6 e は、 P +層 3 8 a 、 N +層 3 8 b 、 3 8 c 、W層 4

3 a 、 4 3 b の側面に自己整合により、残存するものであれば、ほかの材料

層であってもよい。また、 R I E法によらなくても、他の方法でもよい。こ



のことは、本発明に係るその他の実施形態においても同 じである。

[0091 ] また、第 1 、 4 実施形態の S 〇 2層 4 6 、 4 6 b 、 4 6 c 、 4 6 d 、 4

6 e 、W層 5 2 a 、 5 2 b 、 5 2 c 、 5 2 d 、 5 2 e 、第 2 実施形態の N i

S i 層 6 2 a 、 6 2 b 、 6 2 c 、 6 2 d 、 6 2 e 、第 3 実施形態の S i 層 6

7 a 、 6 7 b 、 6 7 c 、 6 7 d 、 6 7 e の各層は、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c

、W層 4 3 a 、 4 3 b のいずれかを平面視 において円帯状 に囲むように形成

されているが、 これ らの形状は円帯状 に限 られるものではない。平面視 にお

ける以上の構造の断面形状の外形は、それ らに対応する S i 柱 6 a 、 6 b 、

6 c 、W層 4 3 a 、 4 3 b の断面形状 に依存 した形状、例えば、相似形であ

つてもよ く、例えば、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 、W層 4 3 a 、 4 3 b の断面

形状が正方形であれば、正方形や長方形であってもよい し、 3 柱 6 、 6

b 、 6 c 、W層 4 3 a 、 4 3 b の断面形状が楕円形であれば、楕円形、円形

、長円形であってもよい。 また、以上の構造の断面形状は平面視 において S

i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 、W層 4 3 a 、 4 3 b を囲む任意の形状であってもよ

し、。特 に、余分なマスクを形成する必要が無いので、以上の構造の断面形状

を、等幅の帯状 に形成することが好ま しい。

[0092] また、第 1 実施形態では、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 c 側面表面 とN i S i 層

2 8 a a 、 2 8 b b との接続、 S i 柱 6 a 、 6 b 、 6 。内での 1 1 3 層 3

O a 、 3 0 b 、 3 0 c 、 3 2 a 、 3 2 b 、 3 2 c の形成、 ？+層 3 1 、 3 3

a 、 〜+層 3 1 匕 3 1 c 、 3 3 b 、 3 3 c の形成は、図 2 K における熱処理

によって行 った。熱処理 によるこれ らの構造の形成は、第 1 実施形態で示 し

たタイミングより遅 らせることができ、 S G T を製造する最終工程 までに行

われればよい。 このことは、本発明に係るその他の実施形態においても同 じ

である。

[0093] また、第 1 実施形態では、 S i N 層 1 5 、 3 5 の単体材料層を用いて説明

したが、複合材料層、例えば、下部 に S i 〇 2層、上部 に S i N 層 を有する複

合材料層を用いてもよい。 また、 S i N 層 1 5 、 3 5 に換えて、 H F イオン

の拡散係数が小さい絶縁材料層を用いてもよい。 このことは、本発明に係る



その他の実施形態においても適用可能である。

[0094] 第 5 実施形態では、W層 4 3 a 、 5 2 a に繋がるW層 7 2 a と、 N +層 3 8

c 及びW層 5 2 e に繋がるW層 7 2 b とを形成 した。低抵抗材料層であるW

層 4 3 a とW層 5 2 a とはW層 7 2 a を介さずともすでに互いに接続されて

いるので、W層 7 2 a は少なくともW層 5 2 a と接続 していればよい。同様

に、低抵抗材料層であるN +層 3 8 c とW層 5 2 e とはW層 7 2 b を介さずと

もすでに互いに接続されているので、W層 7 2 b は少なくともW層 5 2 e と

接続 していればよい。本発明を他の実施形態に適用する場合も同様である。

[0095] また、上記各実施形態では、半導体柱におけるチャネル、ソース、 ドレイ

ンなどの半導体領域としてS i (シリコン）を用いた例について説明 した。

しか しこれに限られず、本発明の技術思想は、 S i G e のようにS i を含ん

だ半導体材料、またはS i 以外の半導体材料を用いた、 S G T を有する半導

体装置にも適用可能である。

[0096] また、第 1実施形態では、ゲ一 卜導体層がT i N層 1 8 a 、 1 8 b 、 1 8

c 、 1 8 d からなる形態とした。 しか しこれに限られず、ゲ一 卜導体層は、

他の金属材料から形成されていてもよい。また、ゲー ト導体層は、金属層と

例えばポ リS i 層などから構成される多層構造を有 していてもよい。このこ

とは、本発明に係るその他の実施形態においても同様に適用可能である。

[0097] また、縦型 N A N D型フラッシュメモリ回路では、半導体柱をチャネルに

して、この半導体柱を囲んだ トンネル酸化層、電荷蓄積層、層間絶縁層、制

御導体層から構成されるメモリセルが複数段、垂直方向に形成される。これ

らメモリセルの両端の半導体柱には、ソースに対応するソース線不純物層と

、 ドレインに対応するビット線不純物層がある。また、 1 つのメモリセルに

対 して、その両側のメモリセルの一方がソースならば、他方が ドレインの役

割を行う。このように、縦型 N A N D型フラッシュメモリ回路はS G T 回路

の 1 つである。従って、本発明はN A N D型フラッシュメモリ回路に対 して

も適用することができる。

[0098] また、第 1実施形態において、例えば、ソース、 ドレインとなるN +層 8 b



b 、 3 1 b からなるS G T では、同じドナ一不純物を含んだ不純物領域によ

り形成されているが、互いに異なる導電性を有する不純物領域を有する トン

ネル効果 S G T であってもよい。これは、残りのS G T においても同じであ

る。このことは、本発明に係るその他の実施形態においても同様に適用可能

である。

[0099] 本発明は、本発明の広義の精神と範囲を逸脱することなく、様々な実施形

態及び変形が可能とされるものである。また、上述 した実施形態は、本発明

の一実施例を説明するためのものであり、本発明の範囲を限定するものでは

ない。上記実施例及び変形例は任意に組み合わせることができる。さらに、

必要に応 じて上記実施形態の構成要件の一部を除いても本発明の技術思想の

範囲内となる。

[01 00] 本出願は、 2 0 1 6 年 6 月 1 日に出願された国際出願第 P C T J P 2 0

1 6 / 6 6 1 5 1 号に基づく優先権を主張するものである。この元となる特

許出願の開示内容は参照により全体として本出願に含まれる。

産業上の利用可能性

[01 0 1 ] 本発明に係る、柱状半導体装置の製造方法によれば、高性能で、且つ高集

積度な半導体装置が得 られる。

符号の説明

[01 02] P c 1、 P c 2 P チャネル型 S G T

N c 1、 N c 2 、 N c 3 、 N c 4 、 S N 1、 S N 2 Nチャネル型 S G T

B L t ビット線端子

B L R t 反転 ビット線端子

W L t ワー ド線端子

V s s グラン ド端子

V d d 電源端子

C 1、C 2 回路領域

G p 1、 G p 2 、 G n 1、 G n 2 、 G s 1、 G s ゲ一 卜

S i 〇2層基板



2 2 a 1 2 a 2 2 a 3 2 b 1 2 b 2 2 b 3 4 4 a b

4 c i

N s N s 2 N d 1 N d 2 S d 1 S d 2 N s 1 N D s s 1

s D 1 S D 2 S s 2 8 b 8 c 8 b b 8 c c 3 1 b 3 1 c

3 3 b 3 3 c 3 8 b 3 8 c 6 5 b 6 5 c 6 8 b 6 8 c N

P s P s 2 P d 1 P d 2 8 a 8 a a 3 1 a 3 3 a 3 8 a

6 5 a 6 8 a p +層

〇 X 〇 X 2 〇 x 3 3 3 a 3 b 3 c 5 5 a 5 b 5 c

7 a 7 b 7 c o 4 1 4 a 1 4 b 1 4 c 1 4 d 3 a

3 b 2 3 a a 2 3 b b 3 7 3 9 b 4 1 a 4 1 b 4 6 a

4 6 b 4 6 c 4 6 d 4 6 e 5 4 5 6 5 8 6 3 S i 〇 2層

S P S P 2 S P 3 6 a 6 b 6 c S i 柱

1 1 1 a 1 b 1 c 1 1 d H f 〇 2 層

1 2 a 2 b 1 8 a 1 8 b 1 8 c 1 8 d 1 8 e T i N

1 5 3 5 3 9 a S i N 層

5 1 A I 〇

1 6 7 レジス 卜層

2 0 a 2 0 b 2 0 c 2 0 d 2 0 e 2 0 f T i 〇層

1 a 2 1 b N i 層

2 2 a 2 2 b P 型ポ リS i 層

2 6 a 2 6 b N +型ポ リS i 層

2 5 a 2 5 b 2 5 c 空間

2 8 a 2 8 b 2 8 a a 8 b b 3 0 a 3 0 b 3 0 c 3 2 a

3 2 b 3 2 c 3 6 a 3 6 b 6 2 a 6 2 b 6 2 c 6 2 d 6 2

e 6 4 a 6 4 b 6 4 c 6 6 a 6 6 b 6 6 c 6 6 d 6 6 e

6 6 f N i S i 層



6 7 a 、 6 7 b 、 6 7 c 、 6 7 d 、 6 7 e S i 層

4 0 a 、 4 0 b 、 5 0 a 、 5 0 b 5 0 c 、 5 0 d 5 0 e 、 5 0 a a 5

O b b 、 5 5 a 5 5 b 、 5 5 c 、 5 5 d 、 5 5 e 5 7 、 6 0 a 6 0 b

、 7 1 a 、 7 1 b 、 7 1 c 、 7 1 d コ ンタク 卜ホ ル

4 3 a 、 4 3 b 、 5 2 a 5 2 b 5 2 c 、 5 2 d 5 2 e 、 7 0 a 7 0

b 、 7 0 c 、 7 0 d 、 7 2 a 、 7 b W 層

V D D 電源配線金属層

V S S グ ラ ン ド配線金属層

W L ワー ド線配線金属層

B L ビッ ト線配線金属層

B L R 反転 ビッ 卜線配線金属層



請求の範囲

[ 請求項 1] 基板 と、

前記基板上 に対 して垂直方向に延在する半導体柱 と、

前記半導体柱の外周 を囲むゲー 卜絶縁層 と、

前記ゲー 卜絶縁層 を囲むゲー 卜導体層 と、

前記垂直方向において前記ゲー 卜導体層の上端以上で前記半導体柱

の頂部以下の高さに上面位置 を有する層間絶縁層 と、

を有する半導体構造体 を提供する工程 と、

露出 している前記半導体柱の上部の側面 を囲んで第 1 の材料層 を形

成する工程 と、

前記第 1 の材料層 を囲んで第 2 の材料層 を形成する工程 と、

前記第 2 の材料層 をエ ッチングマスクに して、前記第 1 の材料層 を

エ ッチング して、前記第 2 の材料層内に第 1 のコンタク 卜ホール を形

成する工程 と、

前記第 1 のコンタク 卜ホール に導電性 を有する第 1 の導電材料層 を

形成する工程 と、 を備 える、

ことを特徴 とする柱状半導体装置の製造方法。

[ 請求項 2 ] 前記半導体柱 内で前記半導体柱の前記上部 よ り下方 にァクセプタま

たは ドナ一不純物 を含む第 2 の不純物領域 を形成する工程 と、

前記半導体柱の前記上部 に前記第 1 の導電材料層の側面 に繋がる前

記 ァクセプタまたは ドナ一不純物 を含む第 1 の不純物領域 を形成する

工程 と、 をさ らに備 える、

ことを特徴 とする請求項 1 に記載の柱状半導体装置の製造方法。

[ 請求項 3 ] 前記基板 に対 して垂直方向に延在する前記半導体柱 とは別の半導体

柱 と、前記別の半導体柱の外周 を囲む前記ゲー 卜絶縁層 とは別のゲー

卜絶縁層 と、前記別のゲー 卜絶縁層 を囲む前記ゲー 卜導体層 とは別の

ゲー 卜導体層 と、前記別の半導体柱 内に互いに離れて形成 された第 3

の不純物領域及び第 4 の不純物領域 とを有する、前記半導体構造体 と



は異なる 1 個 または複数個の別の半導体構造体 と、

前記ゲー ト導体層、前記別のゲー ト導体層、前記第 1 の不純物領域

、前記第 2 の不純物領域、前記第 3 の不純物領域、及び前記第 4 の不

純物領域か ら選ばれる異なる部位 にそれぞれ接続 され、前記基板 に水

平 に延在 し、平面視 において互いに少な くとも部分的に重な り、且つ

下か ら上 にこの順番で存在する第 1 の配線導体層、第 2 の配線導体層

、及び第 3 の配線導体層 を含む積層構造体 を提供する工程 と、

前記第 2 の材料層の上表面か ら前記第 1 の配線導体層の上表面又は

内部 までつづ き、前記第 3 の配線導体層及び前記第 2 の配線導体層 を

貫通する第 2 の コンタク 卜ホール を形成する工程 と、

前記第 2 の コンタク トホール に露出 した前記第 2 の配線導体層の側

面 に第 1 の管状絶縁層 を形成する工程 と、

前記第 2 の コンタク 卜ホール を充満 して導電性 を有する第 2 の導電

材料層 を形成する工程 と、

前記第 2 の導電材料層の上部の側面 を露出させ る工程 と、 をさ らに

備 え、

前記第 1 の材料層 を形成する工程 は、前記第 2 の導電材料層の前記

上部の前記側面 を囲んで第 3 の材料層 を形成する工程 を含み、

前記第 2 の材料層 を形成する工程 は、前記第 3 の材料層 を囲んで第

4 の材料層 を形成する工程 を含み、そ して、

前記第 4 の材料層 をエ ッチングマスクに して、前記第 3 の材料層 を

エ ッチング して、前記第 4 の材料層内に第 3 の コンタク 卜ホール を形

成する工程 と、

前記第 3 の コンタク 卜ホール に導電性 を有する第 3 の導電材料層 を

形成する工程 と、 をさ らに備 える、

ことを特徴 とする請求項 2 に記載の柱状半導体装置の製造方法。

[ 請求項4] 前記第 1 の導電材料層が少な くとも金属原子 と半導体原子 とを含み



熱処理 によ り、前記第 1 の導電材料層の前記金属原子を、前記半導

体柱の前記上部 内に拡散 させて、前記半導体柱の前記上部 内に合金層

を形成する工程 をさ らに備 える、

ことを特徴 とする請求項 1 に記載の柱状半導体装置の製造方法。

[ 請求項 5] 前記第 1 の導電材料層が前記 ァクセプタまたは ドナー不純物 を含み

前記第 1 の不純物領域 を形成する工程では、熱処理 によ り前記 ァク

セプタまたは ドナー不純物 を、前記半導体柱の前記上部 内に拡散 させ

て、前記第 1 の不純物領域 を形成する、

ことを特徴 とする請求項 2 に記載の柱状半導体装置の製造方法。

[ 請求項6] 平面視 において、前記第 1 の コンタク トホールの場所以外にあ り、

前記ゲー ト導体層、前記第 1 の不純物領域、又は前記第 2 の不純物領

域 に接続 され水平方向に延在する配線導体層 に繋が り、且つ前記第 2

の材料層の表面 よ り下方 に延び る第 4 の コンタク 卜ホール を形成する

工程 と、

第 4 の導電材料層 を前記第 4 の コンタク 卜ホール に充満する工程 と

前記第 1 の導電材料層 と前記第 4 の導電材料層 との頂部表面 を面一

にする工程 と、 をさ らに備 える、

ことを特徴 とする請求項 2 に記載の柱状半導体装置の製造方法。

[ 請求項7] 前記第 1 の導電材料層 と、前記第 2 の導電材料層 と、前記第 3 の導

電材料層 との頂部表面 を面一にする工程 を備 える、

ことを特徴 とする請求項 3 に記載の柱状半導体装置の製造方法。

[ 請求項8] 前記第 1 の導電材料層 を形成する工程及び前記第 3 の導電材料層 を

形成する工程 は、導体材料 を、前記第 1 の コンタク トホール及び前記

第 3 の コンタク 卜ホール に充満 させ、且つ前記第 2 の材料層上 に堆積

し、その後、 リソグラフィ法 とエ ッチングによ り、前記導体材料か ら

、前記第 1 の導電材料層 に繋が った第 1 の配線導体層 と、前記第 3 の



導電材料層 に繋が った第 2 の配線導体層 との、一方 または両者 を、前

記第 2 の材料層上 に形成することで行われる、

ことを特徴 とする請求項 3 に記載の柱状半導体装置の製造方法。

[ 請求項 9] 前記第 1 の導電材料層 と、前記第 2 の導電材料層 と、前記第 3 の導

電材料層 との頂部表面 を面一にする工程の後、前記第 2 の材料層上 に

配線材料層 を堆積する工程 と、

リソグラフィ法 とエ ッチングによ り、前記配線材料層か ら、前記第

の導電材料層 に繋が った第 4 の配線導体層 と、前記第 3 の導電材料

層 に繋が った第 5 の配線導体層 との、一方 または両者 を、前記第 2 の

材料層上 に形成する工程 を含み、

前記ェ ッチングにおける、前記第 4 の配線導体層及び前記第 5 の配

線導体層のエ ッチング速度が、前記第 1 の導電材料層、前記第 2 の導

電材料層、及び前記第 3 の導電材料層のエ ツチング速度 よ り早い、

ことを特徴 とする請求項 7 に記載の柱状半導体装置の製造方法。

[ 請求項 10] 前記第 1 の材料層が、平面視 において、等幅で前記半導体柱の上部

を囲んで形成 される、

ことを特徴 とする請求項 1 に記載の柱状半導体装置の製造方法。
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